
包括許可取扱要領 

 

輸出注意事項17第７号・平成17･02･23貿局第１号 平成17年２月25日 貿易経済協力局 

最終改正 輸出注意事項20第21号 平成20･10･17貿局第４号 平成20年10月31日 貿易

経済協力局 

 

外国為替及び外国貿易法（昭和24年法律第228号。以下「法」という。）第48条第１項

の許可であって特定の地域を仕向地とする特定の貨物の輸出について一括して許可を行

うもの及び法第25条第１項の許可であって特定の地域において特定の技術を提供するこ

とを目的とする取引について一括して許可を行うものについて、一般包括許可、特定包括

許可及び特別返品等包括許可の要件、許可に付する条件、申請手続及び有効期限を次のと

おり定める。 

 

Ⅰ 一般包括許可  

 １ 一般包括許可の種類 

  一般包括許可の種類は一般包括輸出許可及び一般包括役務取引許可とする。 

  

  ２ 一般包括許可の要件 

 （1） 一般包括輸出許可 

   輸出関連法規（役務取引関連法規を含む。以下同じ。）の遵守に関する基本的事項

（別紙１に定める ものをいう。以下「基本的事項」という。）をすべて含む内部規程

（複数の規程によってこの内容が構成されるもの、輸出管理以外の事項をも包含する

もの、規程の一部または全部について他者の輸出管理社内規程を適用するものを含む。

以下「輸出管理社内規程」という。）を整備し、その輸出管理社内規程に基づき基本

的事項を確実に実施する者が、特定の地域を仕向地として輸出貿易管理令（昭和24年

政令第378号。以下「輸出令」という。）別表第１の２から14までの項の中欄に掲げる

特定の貨物の輸出を行おうとする場合に、一括して許可を行ってもその輸出が国際的

な平和及び安全の維持を妨げることとならないと認められるときは、一般包括輸出許

可を行う。 

 （2） 一般包括役務取引許可 

   輸出管理社内規程を整備し、その輸出管理社内規程に基づき基本的事項を確実に実

施する者が、特定の地域において外国為替令（昭和55年政令第260号。  

  以下「外為令」という。）別表の２から14までの項の中欄に掲げる特定の技術を提供



することを目的とする取引を行おうとする場合に、一括して許可を行ってもその取引

が国際的な平和及び安全の維持を妨げることとならないと認められるときは、一般包

括役務取引許可を行う。 

 （3） 一般包括許可を受けようとする者は、申請に先立ち、その役員又は正規職員が輸

出管理に係る適格な説明会を受講しているものでなければならない。 

ただし、天災その他やむを得ない事情があるときは、この限りでない。 

 

  ３ 一般包括許可の範囲 

 （1） 一般包括輸出許可 

  一般包括輸出許可の範囲は、別表Ａにおいて「一般」と表記された欄にあたる貨物 

及び仕向地の組合せとする。 

   ただし、アフガニスタン、イラン、イラク、北朝鮮又はリビアを経由する場合は、

一般包括輸出許可は適用できない。 

  （2） 一般包括役務取引許可 

      一般包括役務取引許可の範囲は、別表Ｂにおいて「一般」と表記された欄にあたる 

技術及びその提供地の組合せとする。 

  

  ４ 一般包括許可の申請手続 

    (1） 一般包括輸出許可 

  一般包括輸出許可を受けようとする者は、様式第１に定める一般包括輸出許可申請 

書２通を、関係書類を添付の上、経済産業大臣に提出しなければならない。 

（2） 一般包括役務取引許可 

 一般包括役務取引許可を受けようとする者は、様式第２に定める一般包括役務取引 

許可申請書２通を、関係書類を添付の上、経済産業大臣に提出しなければならない。 

  

  ５ 一般包括許可の条件 

（1） 一般包括輸出許可 

    一般包括輸出許可には、別紙２の左欄に掲げる条件その他経済産業大臣が必要と認

める条件を付す。 

（2） 一般包括役務取引許可 

   一般包括役務取引許可には、別紙３の左欄に掲げる条件その他経済産業大臣が必要

と認める条件を付す。 

 



６ 一般包括輸出許可証の分割 

     経済産業大臣は、必要があると認めるときは、申請に基づき一般包括輸出許可証の

分割をすることができる。 

  

  ７ 一般包括許可の変更  

    一般包括許可を受けた者は、申請者名又は住所を変更したときは、新たに許可の申

請を行い、経済産業大臣の許可を受けなければならない。 

    申請者は、新たな一般包括許可を受けるときは、既に発行された包括許可の許可証

（以下「原許可証」という。）を返還しなければならない。 

   

  ８ 一般包括許可の有効期限 

     一般包括許可の有効期限は、その許可が有効となる日から起算して３年を超えない

範囲内において経済産 業大臣が定める日とする。 

   ただし、７に基づく変更の申請である場合には、変更前の許可の有効期限までの範

囲において経済産業大臣の定める日とする。 

  

  ９ 一般包括許可の更新 

   ８にかかわらず、一般包括許可を受けた者は、当該許可の更新の申請を行うことが

できる。この場合において、経済産業大臣は、当該申請の内容が適当と認められると

きは、当該許可の有効期限の末日の翌日から起算して３年を超えない範囲内において

更新を行う。許可の更新を受けた者は、原許可証を返還すること  

   を必要としない。 

  

  10 一般包括許可の取消 

   経済産業大臣は、一般包括許可を受けた者が法令又は許可の条件に違反したとき若

しくは国際的な平和及び安全の維持の観点から必要があると認めるときは、 

 当該許可を取り消すことがある。許可を取り消された者は、直ちに原許可証を返還し 

  なければならない。 

 

Ⅱ 特定包括許可 

 １ 特定包括許可の種類 

   特定包括許可の種類は、特定包括輸出許可及び特定包括役務取引許可とする。 

 



 ２ 特定包括許可の要件 

 （1） 特定包括輸出許可 

      輸出管理社内規程を整備し、その輸出管理社内規程に基づき基本的事項を確実に

実施している者が、 継続的な取引関係を有する同一の相手方に対して輸出令別表第

１の２から14までの項の中欄に掲げる特定の貨物の輸出を行おうとする場合に、一

括して許可を行ってもその輸出が国際的な平和及び安全の維持を妨げることとなら

ないと認められるときは、特定包括輸出許可を行う。 

 （2） 特定包括役務取引許可 

    輸出管理社内規程を整備し、その輸出管理社内規程に基づき基本的事項を確実に

実施している者が、継続的な取引関係を有する同一の非居住者との間で行う外為令

別表の２から14までの項の中欄に掲げる特定の技術を提供することを目的とする取

引を行おうとする場合に、一括して許可を行ってもその取引が国際的な平和及び安

全の維持を妨げることとならないと認められるときは、特定包括役務取引許可を行

う 

 （3） 特定包括許可を受けようとする者は、申請に先立ち、その役員又は正規職員が輸

出管理に係る適格な説明会を受講しているものでなければならない。 

ただし、天災その他やむを得ない事情があるときは、この限りでない。 

  

  ３ 特定包括許可の範囲 

 （1） 特定包括輸出許可 

      特定包括輸出許可の範囲は、別表Ａにおいて「特定」と表記された欄にあたる貨

物及び仕向地の組合せのうち許可証に記載されたものとする。 

      ただし、イラン、イラク、北朝鮮又はリビアを経由する場合は、特定包括輸出許

可は適用できない。 

  (2） 特定包括役務取引許可 

      特定包括役務取引許可の範囲は、別表Ｂにおいて「特定」と表記された欄にあた

る技術及びその提供地の組合せのうち許可証に記載されたものとする。 

   

  ４ 特定包括許可の申請手続 

   (1)  特定包括輸出許可 

      特定包括輸出許可を受けようとする者は、様式第３に定める特定包括輸出許可申

請書２通を、関係書類を添付の上、経済産業大臣に提出しなければなら 

     ない。 



 （2） 特定包括役務取引許可 

      特定包括役務取引許可を受けようとする者は、様式第４に定める特定包括役務取

引許可申請書２通を 、関係書類を添付の上、経済産業大臣に提出しなけ 

   ればならない。 

  

  ５ 特定包括許可の条件 

    （1） 特定包括輸出許可 

      特定包括輸出許可には、別紙４の左欄に掲げる条件その他経済産業大臣が必要と

認める条件を付す。 

   （2） 特定包括役務取引許可 

      特定包括役務取引許可には、別紙５の左欄に掲げる条件その他経済産業大臣が必

要と認める条件を付す。 

   

  ６ 特定包括輸出許可証の分割 

    経済産業大臣は、必要があると認めるときは、申請に基づき特定包括輸出許可証の

分割をすることができる。 

   

  ７ 特定包括許可の変更 

    特定包括許可を受けた者は、申請者、買主、荷受人、需要者、取引の相手方又は利

用する者の名称又は住所に変更が生じたとき若しくは取引の内容を変更しようとする

ときは、新たに許可の申請を行い、経済産業大臣の許可を受けなければならない。申

請者は、新たな特定包括許可を受けるときは、原許可証を返還しなければならない。 

  

  ８  特定包括許可の有効期限 

    特定包括許可の有効期限は、その許可が有効となる日から起算して２年を超えない

範囲内において経済産業大臣が定める日とする。 

   ただし、７に基づく変更の申請である場合には、変更前の許可の有効期限までの範

囲において経済産業大臣の定める日とする。 

  

  ９ 特定包括許可の更新 

   ８にかかわらず、特定包括許可を受けた者は、当該許可の更新の申請を行うことが

できる。この場合において、経済産業大臣は、当該申請の内容が適当と認められると

きは、当該許可の有効期限の末日の翌日から起算して２年を超えない範囲内において



更新を行う。許可の更新を受けた者は、原許可証を返還することを必要としない。 

 

 10 特定包括許可の取消 

   経済産業大臣は、特定包括許可を受けた者が法令又は許可の条件に違反したとき若

しくは国際的な平和及び安全の維持の観点から必要があると認めるときは、 

当該許可を取り消すことがある。許可を取り消された者は、直ちに原許可証を返還し 

  なければならない。 

 

Ⅲ 特別返品等包括許可 

 １ 特別返品等包括許可の種類 

    特別返品等包括許可の種類は、特別返品等包括輸出許可及び特別返品等包括役務取

引許可とする。 

  

  ２ 特別返品等包括許可の要件 

 （1） 特別返品等包括輸出許可 

      輸出管理社内規程を整備し、その輸出管理社内規程に基づき基本的事項を確実に

実施している者が、本邦において使用するために輸入された輸出令別表第１の１の

項の中欄に掲げる貨物の不具合による返品、修理又は異品のためのみに輸出を行お

うとする場合に、一括して許可を行ってもその輸出が国際的な平和及び安全の維持

を妨げることとならないと認められるときは、特別返品等包括輸出許可を行う。 

 （2） 特別返品等包括役務取引許可  

     輸出管理社内規程を整備し、その輸出管理社内 規程に基づき基本的事項を確実に

実施している者 が、本邦において使用するために提供された外為令別表の１の項の

中欄に掲げる技術に該当するものを提供することを目的とする取引であって不具合

による返品、修理又は異品のためのみにするものを行おうとする場合に、一括して

許可を行ってもその取引が国際的な平和及び安全の維持を妨げることとならないと

認められるときは、特別返品等包括役務取引許可を行う。 

（3） 特別返品等包括許可を受けようとする者は、申請に先立ち、その役員又は正規職

員が輸出管理に係る適格な説明会を受講しているものでなければならない。ただし、

天災その他やむを得ない事情があるときは、この限りでない。 

  

  ３ 特別返品等包括許可の範囲 

  （1） 特別返品等包括輸出許可 



         本邦において使用するために輸入された貨物であって、不具合による返品、修理

（本邦において使用するために輸入されたもの又は輸入されようとしたものよりも

性能、特性等が向上しない場合に限る。）又は異品のためのみに輸出するもの（ 

           外為令別表の１の項の中欄に掲げる技術（輸出令別表第１の１の項の中欄に掲げる

貨物を使用するために設計したプログラムに限る。）が内蔵された貨物の場合にあ

っては、当該技術の不具合による返品、修理（本邦において使用するために提供 

           されたもの又は提供されようとしたものよりも性能、特性等が向上しない場合に限

る。）又は異品のためのみに輸出する貨物を含む。）のうち、輸出令別表第１の１

の項の中欄に掲げる貨物に該当するものを輸出令別表第３に掲げる地域を仕向地 

として輸出する場合（本邦に輸出した外国を仕向地として輸出する場合に限る。）。 

       （2） 特別返品等包括役務取引許可 

      本邦において使用するために提供された技術であって、不具合による返品、修理

（本邦において使用するために提供されたもの又は提供されようとしたものより

も性能、特性等が向上しない場合に限る。）又は異品のためのみに本邦から提供す 

       るもの（輸出令別表第１の１の項の中欄に掲げる貨物に内蔵された技術（当該貨物

を使用するために設計したプログラムに限る。）の場合にあっては、当該貨物の不

具合による返品、修理（本邦において使用するために輸入されたもの又は輸入さ 

       れようとしたものよりも性能、特性等が向上しない場合に限る。）又は異品のため

のみに本邦から提供する技術を含む。）のうち、外為令別表の１の項の中欄に掲げ

る技術に該当するもの（輸出令別表第１の１の項の中欄に掲げる貨物を使用するた

めに設計したプログラムに限る。）を輸出令別表第３に掲げる地域において提供す

ることを目的として取引する場合（本邦に提供した外国において提供する場合に限

る。）。 

       

      ４ 特別返品等包括許可の申請手続 

     （1） 特別返品等包括輸出許可 

      特別返品等包括輸出許可を受けようとする者は、様式第５に定める特別返品等包

括輸出許可申請書２通を、関係書類を添付の上、経済産業大臣に提出しなければな

らない。 

   （2） 特別返品等包括役務取引許可 

       特別返品等包括役務取引許可を受けようとする者は、様式第６に定める特別返品

等包括役務取引許可申請書２通を、関係書類を添付の上、経済産業大臣に提出しな

ければならない。 

   



  ５ 特別返品等包括許可の条件 

  （1） 特別返品等包括輸出許可 

     特別返品等包括輸出許可には、別紙６の左欄に掲げる条件その他経済産業大臣が

必要と認める条件を付す。 

   (2)  特別返品等包括役務取引許可                             

       特別返品等包括役務取引許可には、別紙７の左欄に掲げる条件その他経済産業大

臣が必要と認める条件を付す。 

   

    ６ 特別返品等包括輸出許可証の分割  

     経済産業大臣は、必要があると認めるときは、申請に基づき特別返品等包括輸出許

可証の分割をすることができる。 

    

      ７ 特別返品等包括許可の変更 

   特別返品等包括許可を受けた者は、申請者名又は住所を変更したときは、新たに特

別返品等包括許可の申請を行い、経済産業大臣の許可を受けなければならない。  

     申請者は、新たな特別返品等包括許可を受けるときは、原許可証を返還しなければ

ならない。 

   

  ８ 特別返品等包括許可の有効期限  

     特別返品等包括許可の有効期限は、その許可が有効となる日から起算して２年を超

えない範囲内において経済産業大臣が定める日とする。                  

     ただし、７に基づく変更の申請である場合には、変更前の許可の有効期限までの範

囲において経済産業大臣の定める日とする。 

  

  ９ 特別返品等包括許可の更新 

    ８にかかわらず、特別返品等包括許可を受けた者は、当該許可の更新の申請を行う

ことができる。この場合において、経済産業大臣は、当該申請の内容が適当と認めら

れるときは、当該許可の有効期限の末日の翌日から起算して２年を超えない範囲内に

おいて更新を行う。 

許可の更新を受けた者は、原許可証を返還すること 

  を必要としない。 

  

  10 特別返品等包括許可の取消 

   経済産業大臣は、特別返品等包括許可を受けた者が法令又は許可の条件に違反した

とき若しくは国際的な平和及び安全の維持の観点から必要があると認めるときは、許

可を取り消すことがある。 



   許可を取り消された者は、直ちに原許可証を返還しなければならない。 

 

Ⅳ 特定手続等 

   電子情報処理組織を使用して一般包括許可又は特定包括許可の申請を行う場合の取

扱いについては、電子情報処理組織を使用して行う特定手続等の運用について（平 

成12年３月31日付け平成12・03・17貿局第４号・輸出注意事項12第15号・輸入注意事

項12第８号）に定めるところによる。 

 

附則（平成17年２月25日輸出注意事項17第７号） 

  （施行期日） 

 １ 本要領は平成17年６月１日から施行する。 

  （経過措置） 

  ２ 一般包括許可等取扱要領（平成６年３月18日６貿第211号輸出注意事項６第６号）、 

特別返品等包括輸出許可等取扱要領（平成14年３月８日平成14･02･22貿第１号輸出注 

意事項14第10号）及びこれらを施行するための輸出注意事項その他の規定（以下「旧 

取扱要領等」という。）は、平成17年５月31日をもって廃止する。前項に掲げる日ま 

でに発行された第１種一般包括輸出許可、第２種一般包括輸出許可、第１種一般包 

  括役務取引許可、第２種一般包括役務取引許可、特定包括輸出許可、特定包括役務取

引許可、特別返品等包括輸出許可及び特別返品等包括役務取引許可(以下「旧包括許可」

という。）に対する旧取扱要領等の適用については、当該許可の有効期間内に限り 

  なお従前のとおりとする。 

 ４ 旧取扱要領等に基づき第２項に掲げる日までに行われた申請についての取扱いは、

本要領施行後もなお従前のとおりとする。 

 ５ 前２項の規定による旧包括許可を保有する者は、その有効期限の３月前の日からそ

の旧包括許可と同種の包括許可（旧取扱要領等における第１種一般包括輸出許可又は

第２種一般包括輸出許可と本要領における一般包括輸出許可、旧取扱要領等における

第１種一般包括役務取引許可又は第２種一般包括役務取引許可と本要領における一般

包括役務取引許可、旧取扱要領等における特定包括輸出許可と本要領における特定包

括輸出許可、旧取扱要領等における特定包括役務取引許可と本要領における特定包括

役務取引許可、旧取扱要領等における特別返品等包括輸出許可と本要領における特別

返品等包括輸出許可及び旧取扱要領等における特別返品等包括役務取引許可と本要領

における特別返品等包括役務取引許可をいう。以下同じ。）の申請を行うことができ

る。 



   この場合において、同種の包括許可を発行するときは、経済産業大臣は、その許可

が有効となる日を旧包括許可の有効期限までの範囲内に定めることができない。 

 ６ 前項の規定にかかわらず、第１種一般包括許可又は第２種一般包括許可（以下「旧

一般包括許可」という。）を保有する者がその旧一般包括許可の有効期限を繰り上げ

ることを内容とする輸出内容等変更願の提出とともに一般包括許可の申請を行ったと

きは、経済産業大臣は、その旧一般包括許可の有効期限までの範囲内の日を一般包括   

許可が有効となる日として定めることができる。 

   この場合において、その旧一般包括許可の有効期限は同種の包括許可が有効となる

日の前日に変更される。 

  ７ 前項の申請者は、その許可を受けるときに、その旧一般包括許可の許可証を返還し

なければならない。 

  ８ 第５項の規定にかかわらず、旧取扱要領等による第１種一般包括輸出許可及び第２

種一般包括輸出許可であってその有効期限が異なるものを保有する者が同種の包括

許可を申請したときは、経済産業大臣は、そのうち一方の包括許可の有効期限 

     より後であって他の包括許可（以下「他の旧許可」という。）の有効期限までの範囲

内の日を同種の包括許可が有効となる日として定めることができる。この場合におい

て、他の旧許可は、同種の包括許可の有効期限が有効となる日の前日に変更 

     される。 

   ９ 前項の申請者は、その許可を受けるときに、他 の旧許可の許可証を返還しなけれ

ばならない。 

   10 第７項及び前項の場合を除き、旧包括許可を保有する者が本要領施行後に同種の包

括許可を受けるときは、その旧包括許可の許可証を返還することを必要としない。 

   11 旧取扱要領等に基づく第１種一般包括輸出許可又は第２種一般包括輸出許可を保

有する者であってその有効期限が平成18年５月31日以前の日であるものは、Ⅰの２

（１）の規定にかかわらず、輸出管理社内規程を整備することなく、その許可の 

     有効期限の３月前の日から有効期限の日までの間において一般包括輸出許可の申請

をすることができる。この場合には、経済産業大臣は、許可が有効となる日から起算

して１年を超えない範囲内において許可を行うものとする。 

   12 旧取扱要領等に基づく第１種一般包括役務取引許可又は第２種一般包括役務取引

許可を保有する者であってその有効期限が平成18年５月31日以前の日であるものは、

Ⅰの２（２）の規定にかかわらず、輸出管理社内規程を整備することなく、その許可

の有効期限の３月前の日から有効期限の日までの間において一般包括役務取引許可

の申請をすることができる。この場合には、経済産業大臣は、許可が有効となる日か



ら起算して１年を超えない範囲内において許可を行うものとする。 

   13 前２項の規定は、第６項の規定により一般包括許可を受ける者には適用しない。 

附則（平成17年12月２日輸出注意事項17第27号） 

  １ 本要領は、平成18年１月１日から施行する。 

  ２ 本要領の施行日前に包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第

７号）(以下「取扱要領」という。) に基づき発行された一般包括輸出許可、一般包

括役務取引許可、特定包括輸出許可又は特定包括役務取引許可についても、本要領の 

    施行の日から本要領の適用を受けるものとする。 

  ３ 取扱要領の施行に伴い廃止された一般包括輸出許可等取扱要領（輸出注意事項６第

６号６貿第211号。以下「旧取扱要領」という。)に基づき発行された第１種一般包括

輸出許可及び第１種一般包括役務取引許可のうち、なお有効期限前のものについては、 

本要領施行の日からそれぞれ別表A及びB中「一般」と標記された欄をその許可の範囲と

する。 

４ 旧取扱要領に基づき発行された第２種一般包括輸出許可のうち、なお有効期限前のも

のについては、本要領施行の日から別表A中「一般＊」と標記された欄をその許可の範

囲とする。 

５ 旧取扱要領に基づき発行された特定包括輸出許可及び特定包括役務取引許可のうち、

なお有効期限前のものについては、本要領施行の日からそれぞれ別表A及びB中「特定」

と標記された欄をその許可の対象とする。 

附則（平成19年３月13日輸出注意事項19第８号） 

  １ この通達は、平成19年６月１日から施行する。 

 ２ この通達の施行前に取得した包括輸出許可及び包括役務取引許可のうち、なお有効

期限前のものについては、「別表第４の２」とあるのは、「別表第３」として、この

通達の規定を適用する。 

附則（平成19年9月12日輸出注意事項20第21号） 

（施行期日） 

１ この通達は、平成２１年４月１日から施行する。但し、本要領中「様式第１０」を

「様式第１２」に改め、「様式第１１」を「様式第１３」に改め、「様式第１２」を「様

式第１４」に改め、「様式第１０」を定め、及び「様式第１１」を定める改正の部分、並

びに、「ロケット若しくは無人航空機」を「ロケット若しくは無人航空機であってペイロ

ードを３００キロメートル以上運搬することができるもの」に改める改正に係る部分、

本要領中一般包括輸出許可の条件及び一般包括役務取引許可の条件の欄の（５）中「事

前に経済産業大臣に届け出る」を「事前に経済産業大臣に届け出る若しくは経済産業大



臣に報告する」に改める改正に係る部分、及び、同欄（５）の規定に基づく表を改める

改正に係る部分、本要領中一般包括輸出許可の条件の欄（５）中の（注１）に「『報告』

は、当該輸出を行った後に当該輸出の内容について経済産業大臣に報告を行うことが必

要なもの。」を追加する改正に係る部分、同欄（５）に対応する「許可条件の適用」の３）

及び６）に係る改正の部分、同欄（７）を（８）に改め、同欄（８）を（９）に改め、

同欄（９）を（１０）に改め、及び、同欄（７）として「前々項の報告は、一般包括輸

出許可を用いて行った貨物の輸出について、輸出を行った月ごとに、当該月の末締めの

輸出実績を翌月末日までに報告するものとする。」と定める改正に係る部分、並びに、同

欄（７）に対応する「許可条件の適用」の１）及び２）を定める改正に係る部分、本要

領中一般包括役務取引許可の条件の欄の（５）中の（注１）に「『報告』は、当該取引を

行った後に当該取引の内容について経済産業大臣に報告を行うことが必要なもの。」を追

加する改正に係る部分、同欄（５）に対応する「許可条件の適用」の３）及び６）に係

る改正の部分、同欄（７）を（８）に改め、同欄（８）を（９）に改め、同欄（９）を

（１０）に改め、及び、同欄（７）として「前々項の報告は、一般包括役務取引許可を

用いて行った貨物の役務取引について、取引を行った月ごとに、当該月の末締めの取引

実績を翌月末日までに報告するものとする。」と定める改正に係る部分、並びに、同欄（７）

に対応する「許可条件の適用」の１）及び２）を定める改正に係る部分、並びに、本要

領中「特定包括輸出許可の条件」及び「特定役務取引許可の条件」の欄の（６）に対応

する「許可条件の適用」の３）に係る改正の部分については、平成２０年１０月１日か

ら施行する。 

 

（経過措置） 

２～４ （略） 

 

５ 平成２０年１０月１日より前の日付で取得した包括輸出許可及び包括役務取引許可の

うち、なお有効期限前のものについては、この通達中「ロケット若しくは無人航空機」

を「ロケット若しくは無人航空機であってペイロードを３００キロメートル以上運搬す

ることができるもの」として、この通達の規定を適用する。 

 

別紙１ 

輸出関連法規の遵守に関する基本的事項 

Ⅰ 基本方針 

組織の経営方針として、外国為替及び外国貿易法をはじめとする輸出関連法規の遵守を



明確に定め、また、申請者の責任において、これを周知徹底し、かつ、実行すること。 

Ⅱ 個別事項 

１ 輸出管理体制 

組織を代表する者を輸出管理の最高責任者とし、輸出管理に関する業務分担及び責任

範囲を明確にすること。 

２ 取引審査（該非判定を含む） 

（１）取締役又はこれに相当する者が取引審査の最終判断権者となり、疑義ある取引

の遂行を未然に防止すること。 

（２）該非判定に関して手続きを明確にし、実施すること。 

（３）顧客に関する審査に関して手続きを明確にし、実施すること。（４）需要者及

び用途の確認を行うこと。 

３ 出荷管理 

（１）出荷時に貨物等と書類との同一性の確認を行うこと。 

（２）通関時の事故がおきた場合には輸出管理部門に報告すること。 

４ 監査 

輸出管理の適正執行を確認する監査体制を設け、定期的に実施すること。 

５ 教育 

職員に輸出管理関係の教育を実施すること。 

６ 資料管理 

（１）輸出関連手続書類に事実を正確に記載すること。 

（２）輸出関連書類を輸出時・提供時から少なくとも５年間保存すること。 

７ 違反 

法令違反が判明した場合に速やかに関係官庁に報告し、必要に応じ関係者に厳正な処

分を行うこと。 

 



（別紙２）  

一 般 包 括 輸 出 許 可 の 条 件  許 可 条 件 の 適 用  

(１) 輸出管理社内規程のうち基本的事項を確実に実施

すること。 

(２)  一般包括輸出許可に基づき輸出を行った際の資料 

    を輸出管理社内規程に基づき、輸出時から少なくとも  

５年間保存すること。 

(３） 一般包括輸出許可の有効期間内において、毎年７月 

   １日から31日までの間に、チェックリストに直近の取 

    組状況を記載したものを経済産業大臣に提出するこ 

    と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 輸出管理社内規程の内容のうち、基本的事項に関

連する部分に変更が生じたときは、１か月以内に経

済産業大臣に報告すること。 

（５）核兵器等の開発等又はその他の軍事用途に用いら 

    れる場合、用いられるおそれがある場合又はその疑  

    いのある場合には、次の表に定めるところに従い、 

  その輸出に対して一般包括輸出許可が効力を失い又 

  は事前に経済産業大臣に届け出る若しくは事後に経 

済産業大臣に報告することが必要とされる。 

 

         用途 
核兵器等
の開発等 

その他の軍事用途 
 仕向地 

用いられ
る場合 

輸出令別
表第３に
掲げる地
域 

失効 報告 

上記以外 失効 失効 

用いられ
るおそれ
がある場
合 

輸出令別
表第３に
掲げる地
域 

失効 
(注２) 

 

上記以外   失効 

 

 

 

 

 

１）チェックリストの様式は、様式第７に定めるものとす

る。 

２）１）にかかわらず、輸出管理社内規程の届出様式等 

   について（平成 17・02 ･23 貿局第６号輸出注意事項 

  17 第９号）に定める企業概要・自己管理チェックリス 

   トに直近の取組状況を記載したものを提出するとき 

   は、様式第７によるものの提出を必要としない。 

３） 直近とは、原則として直前１年間とする。 

４） 初めて包括許可を申請した者であって 、その申請が 

   ５月１日から７月31日までに行われたものであるとき 

   は、チェックリストに直近の取組状況を記載したもの 

   を同年に限り重ねて提出することを必要としない。 

５） ２以上の包括許可を保有する者にあっては、保有す 

   る包括許可の数にかかわらず１通の提出のみとする。 

１） 報告するときは、様式第８によるものとする。 

２） ２以上の包括許可を保有する者にあっては、保有す 

   る包括許可の数にかかわらず１通の提出のみとする。 

１）「核兵器等の開発等」とは、核兵器、軍用の化学製 

  剤又は細菌製剤、これらの散布のための装置、これら 

  を運搬することができるロケット若しくは無人航空 

  機であってペイロードを３００キロメートル以上運搬 

することができるものの開発、製造、使用又は貯蔵を 

指す。 

「その他の軍事用途」とは、輸出令別表第１の１の 

項に該当する貨物（次に掲げるものを除く。）の開発、

製造又は使用を指す（核兵器等の開発等に該当するも

のを除く。）。 

  ①  空気銃、散弾銃、ライフル銃、火縄式銃砲のいず  

れかであって、スポーツ用又は狩猟用のもの 

  ②  救命銃、もり銃、リベット銃その他これらに類す  

る産業用銃 

  ③  ①に用いる銃砲弾 

  ④  ①②の附属品（暗視機能を有するものを除く。） 

  ⑤  上記のものの部分品 

  ⑥  産業用の発破器 

  ⑦  産業用の火薬、爆薬、これらの火工品 

２）「用いられる場合」とは、輸出される貨物が核兵器 

   等の開発等やその他の軍事用途に用いられることとな 

   る旨、貨物の輸出に関する契約書又は輸出者が入手し 



 

（注１） 表中、「失効」は、当該輸出について包括許可 

が失効するもの。 

    また、「届出」は、当該輸出に先立ち経済産業大臣     

  に届け出ることが必要なもの。 

「報告」は、当該輸出を行った後に当該輸出の内容

について経済産業大臣に報告を行うことが必要なも

の。 

（注２）  核兵器等の開発等のために用いられるおそれが 

    あるものとして経済産業大臣から通知を受けたとき  

    に限り、失効する。 

 

（６） 前項の届出を行った場合、当該届出が受理された 

     日から 14 日間、一般包括輸出許可を用いて、当該貨 

     物の輸出を行わないこと（ただし、経済産業省から 

     当該輸出について異議がない旨連絡を受けた場合を 

     除く。）。 

（７） 前々項の報告は、一般包括輸出許可を用いて行っ

た貨物の輸出について、輸出を行った月ごとに、当該

月の末締めの輸出実績を翌月末日までに報告するも

のとする。 

用いられ

る疑いが

ある場合 

輸出令別

表第３に

掲げる地

域 

届出 報告 

上記以外 届出 

   た文書、図画若しくは電磁的記録において、記載され 

   若しくは記録されている場合や、輸入者若しくは需要 

   者若しくはこれらの代理人から連絡を受けた場合を 

   指す。 

３）「用いられるおそれがある場合」とは、上記２）以

外の場合であって、輸出される貨物が「輸出貨物が核

兵器等の開発等のために用いられるおそれがある場合

を定める省令」（平成13年経済産業省令第249号）の規定

に該当する場合又は核兵器等の開発等のために用いら

れるおそれがあるものとして経済産業大臣から通知を

受けた場合を指す。 

４）「用いられる疑いがある場合」とは、上記２）、 

   ３）以外の場合であって、輸出される貨物が核兵器等 

   の開発等やその他の軍事用途に用いられる疑いのあ 

る場合を指す。 

５） 届出は、様式第９によるものとする。 

６） 報告は様式第１０により行うものとする。 

 

 

 

 

 

１）同一の契約に係る輸出が複数月に渡る場合は最初の輸

出日を基準にまとめて報告するものとする。 

２）当該契約に関し、報告時点で実際に行われていない

輸出がある場合は、契約に基づく見込みを記載するも

のとする。 

（８） 一般包括輸出許可の範囲の輸出をしようとする場    

   合であって、その輸出が国際的な平和及び安全の維 

   持を妨げるおそれがあるものとして経済産業大臣    

     から通知を受けたときは、その輸出に対する一般包    

     括輸出許可は、その効力を失う。 

  

 

 

（９） 一般包括輸出許可の範囲は、許可後においても法 

     令及び包括許可取扱要領の改正に伴い変更されるこ 

     とがある。 

（１０） 法令又は許可の条件に違反したとき若しくは国 

   際的な平和及び安全の維持の観点から必要がある 

   と認められるときは、本許可が取り消されることが 

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙３） 

一般包括役務取引許可の条件  許 可 条 件 の 適 用  

（１） 輸出管理社内規程のうち基本的事項を確実に実施

すること。 

（２） 一般包括役務取引許可に基づき技術の提供を行っ 

  た際の資料を輸出管理社内規程に基づき、提供時か 

   ら少なくとも５年間保存すること。 

（３） 一般包括役務取引許可の有効期間内において、毎 

     年７月１日から31日までの間に、チェックリストに 

     直近の取組状況を記載したものを経済産業大臣に提 

     出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１） チェックリストの様式は、様式第７に定めるものと

する。 

２）１）にかかわらず、輸出管理社内規程の届出様式等 

   について（平成17・02・23 貿局第６号輸出注意事項 

   17第９号）に定める企業概要・自己管理チェックリス 

トに直近の取組状況を記載したものを提出するときは 

、様式第７によるものの提出を必要としない。 

３） 直近とは、原則として直前１年間とする。 

 

 

 

 

 

 

（４） 輸出管理社内規程の内容のうち、基本的事項に関

連する部分に変更が生じたときは、１か月以内に経済

産業大臣に報告すること。 

（５）核兵器等の開発等又はその他の軍事用途に利用さ 

    れる場合、利用されるおそれがある場合又はその疑 

    いのある場合には、次の表に定めるところに従い、 

    その取引に対して一般包括役務取引許可が効力を失 

    い又は事前に経済産業大臣に届け出る若しくは事後

に経済産業大臣に報告することが必要とされる。 

 

         用途 
核兵器等
の開発等 

その他の軍事用途  
提供地 

利用され
る場合 

輸出令別
表第３に
掲げる地
域 

失効 報告 

上記以外 失効 失効 

４） 初めて包括許可を申請した者であって 、その申請が 

 ５月１日から７月31日までに行われたものであるとき 

 は、チェックリストに直近の取組状況を記載したものを 

 同年に限り重ねて提出することを必要としない。 

５） ２以上の包括許可を保有する者にあっては、保有す 

  る包括許可の数にかかわらず１通の提出のみとする。 

１)  報告するときは、様式第８によるものとする。 

２） ２以上の包括許可を保有する者にあっては、保有す 

る包括許可の数にかかわらず１通の提出のみとする。 

１） 「核兵器等の開発等」とは、核兵器、 軍用の化学製 

   剤又は細菌製剤、これらの散布のための装置、これら 

   を運搬することができるロケット若しくは無人航空機 

   であってペイロードを３００キロメートル以上運搬す 

ることができるものの開発、製造、使用又は貯蔵を指 

す。 

「その他の軍事用途」とは、輸出令別表第１の１の 

項に該当する貨物（次に掲げるものを除く。）の開発、 

製造又は使用を指す（核兵器等の開発等に該当するも 

のを除く。）。 

  ①  空気銃、散弾銃、ライフル銃、火縄式銃砲のいず 

   れかであって、スポーツ用又は狩猟用のもの        

  ②  救命銃、もり銃、リベット銃その他これらに類す 

   る産業用銃                                      

  ③  ①に用いる銃砲弾                             

  ④  ①②の附属品（暗視機能を有するものを除く。） 

  ⑤  上記のものの部分品                            

  ⑥  産業用の発破器                                



(注１） 表中、「失効」は、当該取引について包括許可が  

   失効するもの。 

     また、「届出」は、当該取引に先立ち経済産業大 

    臣に届け出ることが必要なもの。 

「報告」は、当該取引を行った後に当該取引の内容

について経済産業大臣に報告を行うことが必要なも

の。 

(注２） 核兵器等の開発等のために利用されるおそれがあ 

   るものとして経済産業大臣から通知を受けたときに 

   限り、失効する。 

 

 

 

 

 

 

（６） 前項の届出を行った場合、当該届出が受理された 

   日から14日間、一般包括役務取引許可を用いて、当 

     該取引を行わないこと（ただし、経済産業省から当 

     該取引について異議がない旨連絡を受けた場合を除 

     く。）。 

（７） 前々項の報告は、一般包括役務取引許可を用いて

行った役務取引について、取引を行った月ごとに、当

該月の末締めの取引実績を翌月末日まで報告するも

のとする。 

 

（８） 一般包括役務取引許可の範囲の取引をしようとす 

     る場合であって、その取引が国際的な平和及び安全 

     の維持を妨げるおそれがあるものとして経済産業大 

     臣から通知を受けたときは、その取引に対する一般 

     包括役務取引許可は、その効力を失う。     

（９） 一般包括役務取引許可の範囲は、許可後において 

   も法令及び包括許可取扱要領の改正に伴い変更され 

     ることがある。 

（１０） 法令又は許可の条件に違反したとき若しくは国

際的な平和及び安全の維持の観点から必要がある

と認められるときは、本許可が取り消されることが

ある。 

利用され
るおそれ
がある場
合 

輸出令別
表第３に
掲げる地
域 

失効 
(注２) 

 

上記以外 失効 

利用され
る疑いが
ある場合 

輸出令別
表第３に
掲げる地
域 

届出 
報告 

上記以外 届出 

  ⑦  産業用の火薬、爆薬、これらの火工品 

２）「利用される場合」とは、提供される技術が核 

   兵器等の開発等やその他の軍事用途に利用されること 

   となる旨、その取引に関する契約書又は取引を行おう 

   とする者が入手した文書、図画若しくは電磁的記録に 

   おいて記載され若しくは記録されている場合や、取引 

   の相手方若しくは当該技術を利用する者若しくはこれ 

   らの代理人から連絡を受けた場合を指す。 

３）「利用されるおそれがある場合」とは、上記２）以外

の場合であって、提供される技術が貿易関係貿易外取引

等に関する省令第９条第１項第三号の二イ及び第四号

イの規定により経済産業大臣が告示で定める提供しよ

うとする技術が核兵器等の開発等のために利用される

おそれがある場合（平成13年経済産業省告示第759号）

の規定に該当する場合又は核兵器等の開発等のために

利用されるおそれがあるものとして経済産業大臣から

通知を受けた場合を指す。 

４）「利用される疑いがある場合」とは、上記２）、３） 

   以外の場合であって、提供される技術が核兵器等の開  

  発等やその他の軍事用途に利用される疑いのある場合 

を指す。 

５）届出は、様式第９によるものとする。 

６）報告は様式第１１により行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

１）同一の契約に係る技術の提供が複数月に渡る場合は最

初の提供日を基準にまとめて報告するものとする。 

２）当該契約に関し、報告時点で実際に行われていない

技術の提供がある場合は、契約に基づく見込みを記載

するものとする。 



（別紙４） 
 

 

特 定 包 括 輸 出 許 可 の 条 件  許 可 条 件 の 適 用  

（１） 輸出管理社内規程のうち基本的事項を確実に実施

すること。 

（２） 特定包括輸出許可に係る輸出の年間（暦年）の実 

     績をその実績に係る年の翌年１月末日までに経済産 

     業大臣に報告すること。 

（３） 特定包括輸出許可に基づき輸出を行った際の資料 

     を輸出管理社内規程に基づき、輸出から少なくとも 

     ５年間保存すること。 

（４） 特定包括輸出許可の有効期間内において、毎 

     年７月１日から31日までの間に、チェックリストに 

     直近の取組状況を記載したものを経済産業大臣に 

     提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 輸出管理社内規程の内容のうち、基本的事項に関

連する部分に変更が生じたときは、１か月以内に経済

産業大臣に報告すること。 

 

（６） 核兵器等の開発等又はその他の軍事用途に用いら 

     れる場合、用いられるおそれがある場合又はその疑 

     いのある場合には、次の表に定めるところに従い、 

     その輸出に対して特定包括輸出許可が効力を失い又 

     は事前に経済産業大臣に届け出ることが必要とされ  

     る。    

         用途 核 兵 器
等 の 開
発等 

その他の軍事用
途  仕向地 

 

用いら
れる場
合 

輸出令別表第３
に掲げる地域 

  

 上記以外 失効 失効 

用いら
れるお
それが
ある場 
合 

輸出令別表第３
に掲げる地域 

  

上記以外 失効  

 

 

 報告するときは、様式第10によるものとする。 

 

 

 

 

 

１） チェックリストの様式は、様式第７に定めるものと

する。  

２）１）にかかわらず、輸出管理社内規程の届出様式等に 

  ついて（平成17・02・23貿局第６号輸出注意事項17第 

   ９号）に定める企業概要・自己管理チェックリストに 

   直近の取組状況を記載したものを提出するときは、様 

   式第７によるものの提出を必要としない。 

３） 直近とは、原則として直前１年間とする。 

４） 初めて包括許可を申請した者であって、その申請が 

  ５月１日から７月31日までに行われたものであるとき 

  は、チェックリストに直近の取組状況を記載したものを 

  同年に限り重ねて提出することを必要としない。 

５） ２以上の包括許可を保有する者にあっては、保有す

る包括許可の数にかかわらず１通の提出のみとする。  

１） 報告するときは、様式第８によるものとする。 

２） ２以上の包括許可を保有する者にあっては、保有す

る包括許可の数にかかわらず１通の提出のみとする。 

 

１）「核兵器等の開発等」とは、核兵器、軍用の化学製剤

又は細菌製剤、これらの散布のための装置、これらを運

搬することができるロケット若しくは無人航空機であ

ってペイロードを３００キロメートル以上運搬するこ

とができるものの開発、製造、使用又は貯蔵を指す。 

「その他の軍事用途」とは、輸出令別表第１の１の 

  項に該当する貨物（次に掲げるものを除く。）の開発、 

製造又は使用を指す（核兵器等の開発等に該当するも 

のを除く。）。                                    

  ①  空気銃、散弾銃、ライフル銃、火縄式銃砲のいず 

   れかであって、スポーツ用又は狩猟用のもの        

  ②  救命銃、もり銃、リベット銃その他これらに類す 

   る産業用銃                                      

  ③  ①に用いる銃砲弾                             

  ④  ①②の附属品（暗視機能を有するものを除く。） 

  ⑤  上記のものの部分品                            

  ⑥  産業用の発破器                                



 

 

（注） 表中、「失効」は、当該輸出について包括許可が 

失効するもの。 

また、「届出」は、当該輸出に先立ち経済産業大 

   臣に届け出ることが必要なもの。 

用いら
れる疑
いがあ
る場合 

輸出令別表第３
に掲げる地域 

  

上記以外 届出 届出 

  ⑦  産業用の火薬、爆薬、これらの火工品 

２）「用いられる場合」とは、輸出される貨物が核兵器等 

 の開発等やその他の軍事用途に用いられることとなる 

  旨、貨物の輸出に関する契約書又は輸出者が入手した 

  文書、図画若しくは電磁的記録において、記載され若 

  しくは記録されている場合や、輸入者若しくは需要者 

若しくはこれらの代理人から連絡を受けた場合を指す。 

３）「用いられるおそれがある場合」とは、上記２）以 

 外の場合であって、輸出される貨物が「輸出貨物が核兵  

 器等の開発等のために用いられるおそれがある場合を 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

（７） 前項の届出を行った場合、当該届出が受理された 

   日から14日間、特定包括輸出許可を用いて、当該貨 

   物の輸出を行わないこと（ただし、経済産業省から 

     当該輸出について異議がない旨連絡を受けた場合を 

     除く。）。 

（８） 特定包括輸出許可の範囲の輸出をしようとする場 

   合であって、その輸出が国際的な平和及び安全の維 

     持を妨げるおそれがあるものとして経済産業大臣か 

     ら通知を受けたときは、その輸出に対する特定包括 

     輸出許可は、その効力を失う。 

（９） 特定包括輸出許可の範囲は、許可後においても法 

     令及び包括許可取扱要領の改正に伴い変更されるこ   

     とがある。 

（10） 法令又は許可の条件に違反したとき若しくは国際 

    的な平和及び安全の維持の観点から必要があると認 

    められるときは、本許可が取り消されることがある。 

 定める省令」（平成13年経済産業省令第249号）の規定 

 に該当する場合又は核兵器等の開発等のために用いら 

 れるおそれがあるものとして経済産業大臣から通知を

受けた場合を指す。 

４）「用いられる疑いがある場合」とは、上記２）、３） 

  以外の場合であって、輸出される貨物が核兵器等 

 の開発等やその他の軍事的用途に用いられる疑いのあ 

 る場合を指す。 

５） 届出は、様式第９によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙５） 

特定包括役務取引許可の条件  許 可 条 件 の 適 用  

（１） 輸出管理社内規程のうち基本的事項を確実に実施

すること。 

（２） 特定包括役務取引許可に係る取引の年間（暦年） 

     の実績をその実績に係る年の翌年１月末日までに経 

     済産業大臣に報告すること。 

（３） 特定包括役務取引許可に基づき提供を行った際の 

     資料を輸出管理社内規程に基づき、提供時から少な 

     くとも５年間保存すること。   

（４） 特定包括役務取引許可の有効期間内において、毎 

     年７月１日から31日までの間に、チェックリストに 

     直近の取組状況を記載したものを経済産業大臣に提 

出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 輸出管理社内規程の内容のうち、基本的事項に関

連する部分に変更が生じたときには、１か月以内に経

済産業大臣に報告すること。 

（６）核兵器等の開発等又はその他の軍事用途に利用され

る場合、利用されるおそれがある場合又はその疑いの

ある場合には、次の表に定めるところに従い、その取

引に対して特定包括役務取引許可が効力を失い又は、

事前に経済産業大臣に届け出ることが必要とされる。 

 

 
 

         用途 
核兵器等
の開発等 

その他の軍事用
途  提供地 

利 用 さ
れ る 場
合 

輸出令別表
第３に掲げ
る地域 

  

上記以外 失効 失効 
    

 

 

報告するときは、様式第10によるものとする。 

 

 

 

 

 

１） チェックリストの様式は、様式第７に定めるものと

する。 

２）１）にかかわらず、輸出管理社内規程の届出様式等 

について（平成17・02・23貿局第６号輸出注意事項17 

   第９号）に定める企業概要・自己管理チェックリスト 

   に直近の取組状況を記載したものを提出するときは、 

   様式第７によるものの提出を必要としない。 

３） 直近とは、原則として直前１年間とする。 

４） 初めて包括許可を申請した者であって、その申請が 

   ５月１日から７月31日までに行われたものであるとき 

   は、チェックリストに直近の取組状況を記載したもの  

   を同年に限り重ねて提出することを必要としない。 

５） ２以上の包括許可を保有する者にあっては、保有す 

   る包括許可の数にかかわらず１通の提出のみとする。 

１） 報告するときは、様式第８によるものとする。 

２） ２以上の包括許可を保有する者にあっては、保有す 

  る包括許可の数にかかわらず１通の提出のみとする。 

１） 「核兵器等の開発等」とは、核兵器、軍用の化学製 

   剤又は細菌製剤、これらの散布のための装置、これら 

   を運搬することができるロケット若しくは無人航空機 

   であってペイロードを３００キロメートル以上運搬す 

ることができるものの開発、製造、使用又は貯蔵を指

す。 

「その他の軍事用途」とは、輸出令別表第１の１の 

項に該当する貨物（次に掲げるものを除く。）の開発、

製造又は使用を指す（核兵器等の開発等に該当するも

のを除く。）。 

  ①  空気銃、散弾銃、ライフル銃、火縄式銃砲のいず   

れかであって、スポーツ用又は狩猟用のもの        

  ②  救命銃、もり銃、リベット銃その他これらに類す   

る産業用銃 

③  ①に用いる銃砲弾                             

  ④  ①②の附属品（暗視機能を有するものを除く。） 



（注） 表中、「失効」は、当該取引について包括許可が 

   失効するもの。 

       また、「届出」は、当該取引に先立ち経済産業大 

     臣に届け出ることが必要なもの。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７） 前項の届出を行った場合、当該届出が受理された 

   日から14日間、特定包括役務取引許可を用いて、当 

該取引を行わないこと（ただし、経済産業省から当 

該取引について異議がない旨連絡を受けた場合を除 

     く。）。 

（８） 特定包括役務取引許可の範囲の取引をしようとす 

   る場合であって、その取引が国際的な平和及び安全 

     の維持を妨げるおそれがあるものとして経済産業大 

     臣から通知を受けたときは、その取引に対する特定 

     包括役務取引許可は、その効力を失う。 

（９） 特定包括役務取引許可の範囲は、許可後において 

   も法令及び包括許可取扱要領の改正に伴い変更され 

     ることがある。 

（10） 法令又は許可の条件に違反したとき若しくは国際 

     的な平和及び安全の維持の観点から必要があると認 

められるときは、本許可が取り消されることがある。  

利 用 さ
れ る お
そ れ が
あ る 場
合 

輸出令別表
第３に掲げ
る地域 

  

上記以外 失効  

利 用 さ
れ る 疑
い が あ
る場合 

輸出令別表
第３に掲げ
る地域 

  

上記以外 届出 届出 

  ⑤  上記のものの部分品                          

  ⑥  産業用の発破器                               

  ⑦  産業用の火薬、爆薬、これらの火工品 

２） 「利用される場合」とは、提供される技術が核兵器 

  等の開発等やその他の軍事用途に用いられることとな 

  る旨、その取引に関する契約書又は取引を行おうとす 

   る者が入手した文書、図画若しくは電磁的記録におい 

   て記載され若しくは記録されている場合や、取引の相 

   手方若しくは当該技術を利用する者若しくはこれらの 

   代理人から連絡を受けた場合を指す。 

３）「利用されるおそれがある場合」とは、上記２）以  

 外の場合であって、提供される技術が貿易関係貿易外取 

 引等に関する省令第９条第１項第三号のニイ及び第四 

号イの規定により経済産業大臣が告示で定める提供し

ようとする技術が核兵器等の開発等のために利用され

るおそれがある場合（平成13年経済産業省告示第759号

）の規定に該当する場合又は核兵器等の開発等のために

利用されるおそれがあるものとして経済産業大臣から

通知を受けた場合を指す。 

４）「利用される疑いがある場合」とは、上記2）、3)以 

   外の場合であって、提供される技術が核兵器等の開発 

  等やその他の軍事用途に利用される疑いのある場合を 

   指す。 

５） 届出は、様式第９によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙６）  

特別返品等包括輸出許可の条件 許 可 条 件 の 適 用  

（１） 輸出管理社内規程のうち基本的事項を確実に実施

すること。 

（２） 特別返品等包括輸出許可に係る輸出の実績につい 

     て、許可が有効となった日から起算して３月ごとに 

     まとめて翌月末日までに、経済産業大臣に報告する 

     こと。  

 

（３） 特別返品等包括輸出許可に基づき輸出を行った際 

     の資料を輸出管理社内規程に基づき、輸出時から少 

     なくとも５年間保存すること。 

 

 

 

 

 

 

（４） 特別返品等包括輸出許可の有効期間内において、 

     毎年７月１日から31日までの間に、チェックリスト 

     に直近の取組状況を記載したものを経済産業大臣に 

     提出すること。 

 

 

１） 報告するときは、様式第11によるものとする。 

２） 仮に、平成17年８月10日に有効となった許可の場合 

   には、第１回の報告は平成17年８月10日から平成17年  

   11月９日までの実績を平成17年12月末日までに行う。  

  その後も３か月毎に同様にまとめて報告を行う。 

１） 輸出の実績を証する書類として、「修理依頼書（ク 

   レームノート）」、「修理承諾書（クレーム承諾書） 

    」、及び「インボイス、パッキングリスト、Airwaybill 

    、B/L又はこれらに準ずる書類のうち、いずれか１つ 

   （ただし、当該貨物のシリアルナンバー又はパーツナ 

   ンバーまでが明記されていること）」については必ず 

   保存する。 

２） その他の資料は、輸出管理社内規程に基づき保存す 

   る。 

１） チェックリストの様式は、様式第７に定めるものと

する。 

２）１）にかかわらず、輸出管理社内規程の届出様式等 

   について（平成17・02・23貿局第６号輸出注意事項17 

   第９号）に定める企業概要・自己管理チェックリスト 

  に直近の取組状況を記載したものを提出するときは、 

   様式第７によるものの提出を必要としない。 

３） 直近とは、原則として直前１年間とする。 

 

 

 

 

 

 

（５） 輸出管理社内規定の内容のうち、基本的事項に関

連する部分に変更が生じたときは、１か月以内に経済

産業大臣に報告すること。 

４） 初めて包括許可を申請したものであって、その申請 

   が５月１日から７月31日までに行われたものであると 

   きは、チェックリストに直近の取組状況を記載したも 

   のを同年に限り重ねて提出することを必要としない。 

５） ２以上の包括許可を保有する者にあっては、保有す 

   る包括許可の数にかかわらず１通の提出のみとする。 

１） 報告するときは、様式第８によるものとする。 

２） ２以上の包括許可を保有する者にあっては、保有す 

  る包括許可の数にかかわらず１通の提出のみとする。 

（６） 特別返品等包括輸出許可の範囲は、許可後におい   

   ても法令及び包括許可取扱要領の改正に伴い変更さ 

    れることがある。 

（７）法令又は許可の条件に違反したとき若しくは国際 

    的な平和及び安全の維持の観点から必要があると認 

    められるときは、本許可が取り消されることがある。 

 

 

 

 

 



（別紙７） 

特別返品等包括役務取引許可の条件 許 可 条 件 の 適 用  

（１） 輸出管理社内規程のうち基本的事項を確実に実施

すること。 

（２） 特別返品等包括役務取引許可に係る取引の実績に 

     ついて、許可が有効となった日から起算して３月ご 

     とにまとめて翌月末日までに、経済産業大臣に報告 

     すること。 

 

 

 

１） 報告するときは、様式第12によるものとする。 

２） 仮に、平成17年８月10日に有効となった許可の場合 

   には、第１回の報告は平成17年８月10日から平成17年 

   11月９日までの実績を平成17年12月末日までに行う。 

   その後も３か月毎に同様にまとめて報告を行う。 

（３） 特別返品等包括役務取引許可に基づき提供を行っ 

    た際の資料を輸出管理社内規程に基づき、提供時から 

    少なくとも５年間保存すること。 

 

 

 

 

 

 

（４） 特別返品等包括役務取引許可の有効期間内におい 

    て、毎年７月１日から31日までの間に、チェックリス 

    トに直近の取組状況を記載したものを経済産大臣に 

  提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 輸出管理社内規程の内容のうち、基本的事項に関

連する部分に変更が生じたときは、１か月以内に経済

産業大臣に報告すること。 

（６） 特別返品等包括役務取引許可の範囲は、許可後に 

１） 取引の実績を証する書類として、「修理依頼書（ク 

   レームノート）」、「修理承諾書（クレーム承諾書） 

    」、及び「インボイス、パッキングリスト、Airwaybill 

    、B/L又はこれらに準ずる書類のうち、いずれか１つ 

  （ただし、当該プログラムの内蔵された貨物のシリア 

  ルナンバー又はパーツナンバーまでが明記されてい 

  ること）」については必ず保存する。 

２） その他の資料は、輸出管理社内規程に基づき保存す 

    る。 

１） チェックリストの様式は、様式第７に定めるものと

する。 

２）１）にかかわらず、輸出管理社内規程の届出様式等 

   について（平成17・02・23貿局第６号輸出注意事項17 

   第９号）に定める企業概要・自己管理チェックリスト 

   に直近の取組状況を記載したものを提出するときは、 

   様式第７によるものの提出を必要としない。 

３） 直近とは、原則として直前１年間とする。 

４） 初めて包括許可を申請したものであって、その申請 

   が５月１日から７月31日までに行われたものであると 

   きは、チェックリストに直近の取組状況を記載したも 

   のを同年に限り重ねて提出することを必要としない。 

５） ２以上の包括許可を保有する者にあっては、保有す 

   る包括許可の数にかかわらず１通の提出のみとする。 

１） 報告するときは、様式第８によるものとする。 

２） ２以上の包括許可を保有する者にあっては、保有す 

  る包括許可の数にかかわらず１通の提出のみとする。 

  おいても法令及び包括許可取扱要領の改正に伴い変 

    更されることがある。 

 

（７） 法令又は許可の条件に違反したとき若しくは国際  

   的な平和及び安全の維持の観点から必要があると認 

   められるときは、本許可が取り消されることがある。 

 

 
 
 
 



                                                                                           

様式第１（Ⅰ－４（１）関係） 
根拠法規 輸出貿易管理規則第２条の２ 

主務官庁 経 済 産 業 省 

                                                                                       
一般包括輸出許可申請書 

 

 ※ 許 可 番 号  

※有効となる日  

※有効期限  

                                                        
経済産業大臣 殿                                                                   
 
 

申  請  者                                                 申請年月日                           
      記名押印                                  
      又は署名                           
 
   住   所                                                 電 話 番 号                          
 
 
次のとおり申請をします。 
 
 申請する一般包括輸出許可の範囲 
  
 

 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅠの３の（１）に掲げるもの 

 
 

 
 
  ※許可又は不許可 

                  外国為替及び外国貿易法第４８条第１項 

   この申請を、   外国為替及び外国貿易法第６７条第１項    の規定により 
                   輸出貿易管理令第８条第２項 
 

次の条件を付して許可する。  

許 可 し な い 。 

 

  条件 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅠの５の(1)に掲げ 

る条件（裏面参照）に従うこと。 

     

 
                                           経済産業大臣の記名押印  
 
                                                      日    付                      
 
                                                      資    格                      
 
                                                      記名押印                      



(裏面) 
 

 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅠの５の(1)に掲げる条件 

 

（１）輸出管理社内規程のうち基本的事項を確実に実施すること。 

（２）一般包括輸出許可に基づき輸出を行った際の資料を輸出管理社内規程に基づき、 

  輸出時から少なくとも５年間保存すること。 

（３）一般包括輸出許可の有効期間内において、毎年７月１日から３１日までの間に、 

  チェックリストに直近の取組状況を記載したものを経済産業大臣に提出すること。 

（４）輸出管理社内規程の内容のうち、基本的事項に関連する部分に変更が生じ 
たときは、１か月以内に経済産業大臣に報告すること。 

（５）核兵器等の開発等又はその他の軍事用途に用いられる場合、用いられるおそれが 

  ある場合又はその疑いのある場合には、次の表に定めるところに従い、その輸出に 

  対して一般包括輸出許可が効力を失い又は事前に経済産業大臣に届け出る若し 

くは事後に経済産業大臣に報告することが必要とされる。 

                      用途 核兵器等 

の開発等 

 その他の軍事 

 用途 

 

 仕向地 

用いられ 

る場合 

輸出令別表第３に 

掲げる地域 

失効 報告 

上記以外 失効 失効 

用いられ 

るおそれ 

がある場 

合 

輸出令別表第３に 

掲げる地域 

失効 

（注２） 

 

上記以外 失効 

用いられ 
る疑いが 
ある場合 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

届出 報告 

上記以外 届出 

（注１）表中、「失効」は、当該輸出について包括許可が失効するもの。 
         また、「届出」は、当該輸出に先立ち経済産業大臣に届け出ることが必要なもの。 

「報告」は、当該輸出を行った後に当該輸出の内容について経済産業大臣に報告を行うことが必要なもの。 

（注２）核兵器等の開発等のために用いられるおそれがあるものとして経済産業大臣から通知を受けたときに限り、失効する。 

 

（６）前項の届出を行った場合、当該届出が受理された日から１４日間、一般包括輸出 

    許可を用いて、当該貨物の輸出を行わないこと（ただし、経済産業省から当該輸出 

   について異議がない旨連絡を受けた場合を除く。）。 
（７）前々項の報告は、一般包括輸出許可を用いて行った貨物の輸出について、輸 

出を行った月ごとに、当該月の末締めの輸出実績を翌月末日までに報告するも 
のとする。 

（８）一般包括輸出許可の範囲の輸出をしようとする場合であって、その輸出が国際的 

    な平和及び安全の維持を妨げるおそれがあるものとして経済産業大臣から通知を受 

    けたときは、その輸出に対する一般包括輸出許可は、その効力を失う。 

（９）一般包括輸出許可の範囲は、許可後においても法令及び包括許可取扱要領の改正 

  に伴い変更されることがある。 

（１０）法令又は許可の条件に違反したとき若しくは国際的な平和及び安全の維持の観 
点から必要があると認められるときは、本許可が取り消されることがある。 

 
注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 

      (2)  用紙の大きさは、Ａ列４番とします。 



 

 

 

様式第２（Ⅰ－４（２）関係） 根拠法規 貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条 

主務官庁 経 済 産 業 省 

                                                                                 
一般包括役務取引許可申請書 

 

 
※許 可 番 号 

 

※有効となる日 
 

※有 効 期 限 
 

                                                        
経済産業大臣 殿                                                                   

 
 
     申  請  者                                         申請年月日                           
        記名押印                                  
        又は署名                         
 
   住   所                                              電 話 番 号                         
 
 

次のとおり申請をします。 
 

申請する一般包括役務取引許可の範囲            
 

 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅠの３の（２）に掲げるもの 

 
 

 
 

※ 許可又は不許可   
 

    
               外国為替及び外国貿易法第２５条第１項 
この申請を、   外国為替及び外国貿易法第６７条第１項       の規定により 
               貿易関係貿易外取引等に関する省令第２条第２項 

次の条件を付して許可する。 

許 可 し な い 。 

 

  条件 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅠの５の(2)に掲げる 
条件（裏面参照）に従うこと。 

 
                                                  経済産業大臣の記名押印          
 
                                                       日    付                   
 
                                                       資    格                   
 
                                                       記名押印                   
  
 



(裏面) 
 

 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅠの５の(2)に掲げる条件 

 

（１）輸出管理社内規程のうち基本的事項を確実に実施すること。 

（２）一般包括役務取引許可に基づき技術の提供を行った際の資料を輸出管理社内規程 

  に基づき、提供時から少なくとも５年間保存すること。 

（３）一般包括役務取引許可の有効期間内において、毎年７月１日から３１日までの間 

  に、チェックリストに直近の取組状況を記載したものを経済産業大臣に提出すること。 

（４）輸出管理社内規程の内容のうち、基本的事項に関連する部分に変更が生じ 
たときは、１か月以内に経済産業大臣に報告すること。 

（５）核兵器等の開発等又はその他の軍事用途に利用される場合、利用されるおそれが 

  ある場合又はその疑いのある場合には、次の表に定めるところに従い、その取引に 

  対して一般包括役務取引許可が効力を失い又は事前に経済産業大臣に届け出る若し 
くは事後に経済産業大臣に報告することが必要とされる。 

                      用途 核兵器等 

の開発等 

 その他の軍事 

 用途 

 

 提供地 

利用され 

る場合 

輸出令別表第３に 

掲げる地域 

失効 報告 

上記以外 失効 失効 

利用され 

るおそれ 

がある場 

合 

輸出令別表第３に 

掲げる地域 

失効 

（注２） 

 

上記以外 失効 

利用され 
る疑いが 
ある場合 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

届出 報告 

上記以外 届出 

  （注１）表中、「失効」は、当該取引について包括許可が失効するもの。 

       また、「届出」は、当該取引に先立ち経済産業大臣に届け出ることが必要なもの。 

「報告」は、当該取引を行った後に当該取引の内容について経済産業大臣に報告を行うことが必要なもの。 

  （注２）核兵器等の開発等のために利用されるおそれがあるものとして経済産業大臣から通知を受けたときに限り、失効する。 

 

（６）前項の届出を行った場合、当該届出が受理された日から１４日間、一般包括役務 

  取引許可を用いて、当該取引を行わないこと（ただし、経済産業省から当該取引に 

  ついて異議がない旨連絡を受けた場合を除く。）。 
（７） 前々項の報告は、一般包括役務取引許可を用いて行った役務取引について、 

取引を行った月ごとに、当該月の末締めの取引実績を翌月末日まで報告するもの 
とする。 

（８）一般包括役務取引許可の範囲に係る技術の取引をしようとする場合であって、そ 
  の取引が国際的な平和及び安全の維持を妨げるおそれがあるものとして経済産業大 
  臣から通知を受けたときは、その取引に対する一般包括役務取引許可は、その効力 
  を失う。 
（９）一般包括役務取引許可の範囲は、許可後においても法令及び包括許可取扱要領の 

  改正に伴い変更されることがある。 

（１０）法令又は許可の条件に違反したとき若しくは国際的な平和及び安全の維持の観点 

  から必要あると認められるときは、本許可が取り消されることがある。 

 
注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 

  (2)  用紙の大きさは、Ａ列４番とします。 



様式第３（Ⅱ－４（１）関係 ） 
根拠法規 輸出貿易管理規則第２条の２ 

主務官庁 経 済 産 業 省 

                                  特定包括輸出許可申請書 
 

 ※ 許 可 番 号  

※有効となる日  

※ 有 効 期 限  

                                                        
経済産業大臣 殿 
 
      申  請  者                                             申請年月日                
        記名押印                                
        又は署名                         
 
   住   所                                             電話番号                   
 
次のとおり申請をします。                                                                    
 取引の内容  
 
    １ 買主                                                
 
          住所                                              
 
  ２ 荷受人                                                  
 
     住所                                                  
 
  ３ 需要者（貨物を費消し、又は加工する者）                             
 
     住所                                            
 
  ４ 仕向地                                            
 
     経由地                                           
 
  ５ 特定包括輸出許可申請に係る貨物の範囲 

  

 
 
  ※許可又は不許可 

                外国為替及び外国貿易法第４８条第１項 

この申請を、  外国為替及び外国貿易法第６７条第１項   の規定により 

輸出貿易管理令第８条第２項  

次の条件を付して許可する。 

許可しない。 

 
 条件 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅡの５の(1)に 

掲げる条件（裏面参照）に従うこと。 
 

                                              経済産業大臣の記名押印          
                                                  日    付                        
 
                                                  資    格                           
 
                                                  記名押印                       



(裏面) 
 

 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅡの５の(1)に掲げる条件 

 

（１）輸出管理社内規程のうち基本的事項を確実に実施すること。 

 

（２）特定包括輸出許可に係る輸出の年間（暦年）の実績をその実績に係る年の翌年１ 

  月末日までに経済産業大臣に報告すること。 

 

（３）特定包括輸出許可に基づき輸出を行った際の資料を輸出管理社内規程に基づき、 

  輸出時から少なくとも５年間保存すること。 

 

（４）特定包括輸出許可の有効期間内において、毎年７月１日から３１日までの間に、 

  チェックリストに直近の取組状況を記載したものを経済産業大臣に提出すること。 

 

（５）輸出管理社内規程の内容のうち、基本的事項に関する部分に変更が生じた 
ときは、１か月以内に経済産業大臣に報告すること。 

 

（６）核兵器等の開発等又はその他の軍事用途に用いられる場合、用いられるおそれが 

  ある場合又はその疑いのある場合には、次の表に定めるところに従い、その輸出に 

  対し特定包括輸出許可が効力を失い又は事前に経済産業大臣に届け出ることが必要 

  とされる。 

                      用途 核兵器等 
の開発等 

 その他の軍事 
 用途 

 

 仕向地 

用いられ 

る場合 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

  

上記以外   失効     失効 

用いられ 
るおそれ 
がある場 
合 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

  

上記以外   失効  

用いられ 
る疑いが 
ある場合 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

  

上記以外   届出     届出 

 （注）表中、「失効」は、当該輸出について包括許可が失効するもの。 
       また、「届出」は、当該輸出に先立ち経済産業大臣に届け出ることが必要なもの。 
 

（７）前項の届出を行った場合、当該届出が受理された日から１４日間、特定包括輸出 

  許可を用いて、当該貨物の輸出を行わないこと（ただし、経済産業省から当該輸出 

  について異議がない旨連絡を受けた場合を除く。 

 

（８）特定包括輸出許可の範囲の貨物の輸出をしようとする場合であって、その輸出が 

  国際的な平和及び安全の維持を妨げるおそれがあるものとして経済産業大臣から通 

  知を受けたときは、その輸出に対する特定包括輸出許可は、その効力を失う。 

 

（９）特定包括輸出許可の範囲は、許可後においても法令及び包括許可取扱要領の改正 

  に伴い変更されることがある。 

 

（10）法令又は許可の条件に違反したとき若しくは国際的な平和及び安全の維持の観点 

  から必要があると認められるときは、本許可が取り消されることがある。 

 
注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 

     (2)  用紙の大きさは、Ａ列４番とします。



（別紙１） 

  （荷受人又は需要者が複数の場合）  

荷受人・需要者の別 荷受人又は需要者の名称 住     所 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 注 (1)  別紙１については、同一の特定包括輸出許可申請書により、買主が単一であり、かつ荷受人

又は 

需要者が複数である申請を行う場合に作成し、申請書にのり付けにより添付してください。 

     (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。 



（別紙２） 

    その 

      買主                                           

  

     住所                                             

  

 

荷受人・需要者の別 荷受人又は需要者の名称 住     所 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

     注 (1)  別紙２については、同一の特定包括輸出許可申請書により複数の買主について申請する場合 

に作成し、申請書にのり付けにより添付してください。 

      (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。 

 

 



様式第４（Ⅱ－４（２）関係） 
根拠法規 貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条 

主務官庁 経 済 産 業 省 

 
                        特定包括役務取引許可申請書 
 
 

 ※許可番 号  

※有効となる日  

※有効期 限  

 
経済産業大臣 殿 
 
      申  請  者                                           申請年月日                
        記名押印 
        又は署名                     
 
   住   所                                      電話番号                    
 
次のとおり申請をします。                                                                
              
 取引の内容                 
 
    １ 取引の相手方                                            
 
          住所                                                  
 
  ２ 利用する者（取引に係る技術の提供を受けて利用する者）                       
  
     住所                                        
   
 
  ３ 特定包括役務取引許可申請に係る役務取引の内容 
 

 

 
※ 許可又は不許可 

 

            外国為替及び外国貿易法第２５条第１項 

この申請を、 外国為替及び外国貿易法第６７条第１項             の規定により 
            貿易関係貿易外取引等に関する省令第２条第２項 

次の条件を付して許可する。 

許 可 し な い 。 

 
 

 条件 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅡの５の(2)に 
掲げる条件（裏面参照）に従うこと。 

                                     経済産業大臣の記名押印          
                                          日    付                        
 
                                          資    格                        
 
                                          記名押印                        



(裏面) 
 

 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅡの５の(2)に掲げる条件 

 
（１）輸出管理社内規程のうち基本的事項を確実に実施すること。 
 
（２）特定包括役務取引許可に係る取引の年間（暦年）の実績をその実績に係る年の翌 
  年１月末日までに経済産業大臣に報告すること。 
 
（３）特定包括役務取引許可に基づき提供を行った際の資料を輸出管理社内規程に基づ 
  き、提供時から少なくとも５年間保存すること。 
 
（４）特定包括役務取引許可の有効期間内において、毎年７月１日から３１日までの間 
  に作成されたチェックリストに直近の取組状況を記載したものを経済産業大臣に提 
  出すること。 
 
（５）輸出管理社内規程の内容のうち、基本的事項に関連する部分に変更が生じ 

たときには、１か月以内に経済産業大臣に報告すること。 
 
（６）核兵器等の開発等又はその他の軍事用途に利用される場合、利用されるおそれが 
  ある場合又はその疑いのある場合には、次の表に定めるところに従い、その取引に 
  対して特定包括役務取引許可が効力を失い又は、事前に経済産業大臣に届け出るこ 
  とが必要とされる。 

                      用途 核兵器等 
の開発等 

 その他の軍事 
 用途 

 

 提供地 

利用され 

る場合 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

  

上記以外   失効     失効 

利用され 
るおそれ 
がある場 
合 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

  

上記以外   失効  

利用され 
る疑いが 
ある場合 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

  

上記以外   届出     届出 

 
 （注）表中、「失効」は、当該取引について包括許可が失効するもの。 

    また、「届出」は、当該取引に先立ち経済産業大臣に届け出ることが必要なもの。 
 
（７）前項の届出を行った場合、当該届出が受理された日から１４日間、特定包括役務 
  取引許可を用いて、当該取引を行わないこと（ただし、経済産業省から当該取引に 
  ついて異議がない旨連絡を受けた場合を除く。）。 
 
（８）特定包括役務取引許可の範囲に係る技術の取引をしようとする場合であって、そ 
  の取引が国際的な平和及び安全の維持を妨げるおそれがあるものとして経済産業大 
  臣から通知を受けたときは、その取引に対する特定包括役務取引許可は、その効力 
  を失う。 
 
（９）特定包括役務取引許可の範囲は、許可後においても法令及び包括許可取扱要領の 
  改正に伴い変更されることがある。 
 
（10）法令又は許可の条件に違反したとき若しくは国際的な平和及び安全の維持の観点 
  から必要があると認められるときは、本許可が取り消されることがある。 

 
 注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 

    (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。



 

（別紙１） 

 （利用する者が複数の場合）  

 利 用 す る 者 の  名  称  住              所 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

注 (1)  別紙１については、同一の特定包括役務取引許可申請書により、取引の相手方が単一であり、かつ利用する者が複数である申請を行う場合に作成し、

申請書にのり付けにより添付してください。 

   (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。 



（別紙２）その 

       取引の相手方                                                     

 

          住所                                                        

 

  利 用 す る 者 の  名  称 住              所 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 注 (1)  別紙２については、同一の特定包括役務取引許可申請書により複数の取引の相手方について申請する場合に作成し、申請書にのり付けにより添付して

ください。 

   (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５（Ⅲ－４（１）関係） 

 

 

根拠法規 輸出貿易管理規則第２条の２ 

主務官庁 経   済   産   業   省 
                                                                                       

特別返品等包括輸出許可申請書 
 

※ 許  可  番  号  

※  有 効 と な る 日  

※   有    効   期     限  
                                                        
経済産業大臣 殿                                                                   
   
   申  請  者                                                         申請年月日                                             
         
    記名押印                                  
    又は署名                        
 
   住  所                                                           電 話 番 号                                               
 
次のとおり申請をします。 
 
 申請する特別返品等包括輸出許可の範囲      

  本邦において使用するために輸入された貨物であって、不具合による返品、修理(本邦に

おいて使用するために輸入されたもの又は輸入されようとしたものよりも性能、特性等が

向上しない場合に限る。）又は異品のためのみに輸出するもの(外国為替令別表の１の項の

中欄に掲げる技術(輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄に掲げる貨物を使用するため

に設計したプログラムに限る。）が内蔵された貨物の場合にあっては、当該技術の不具合

による返品、修理(本邦において使用するために提供されたもの又は提供されようとしたも

のよりも性能、特性等が向上しない場合に限る。）又は異品のためのみに輸出する貨物を

含む。）のうち、輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄に掲げる貨物に該当するものを

輸出貿易管理令別表第３に掲げる地域を仕向地として輸出する場合(本邦に輸出した外国

を仕向地として輸出する場合に限る。）。 
 
                                          
※許可又は不許可                                             
                    
        外国為替及び外国貿易法第48 
          条第１項   
 
 この申請を、     外国為替及び外国貿易法第67  の規定により 
        条第１項          
                  
          輸出貿易管理令第８条第２項  

次の条件を付して許可する。 

許可しない。 

 

  条件  包括許可取扱要領（平成17・02・23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅢの 

    ５の(１)に掲げる条件（裏面参照）に従うこと。 
 
                  経済産業大臣の記名押印          
                                                                   日    付                             
 
                                                                   資    格                             
 
                                                                   記名押印                         



（裏面) 

 包括許可取扱要領（平成17・02・23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅢの５の(１) 

 に掲げる条件 

（１） 輸出管理社内規程のうち基本的事項を確実に実施すること。                                                                                               

（２） 特別返品等包括輸出許可に係る輸出の実績について、許可が有効となった日から 

   起算して３月ごとにまとめて翌月末日までに、経済産業大臣に報告すること。                                                                                                     

（３） 特別返品等包括輸出許可に基づき輸出を行った際の資料を輸出管理社内規定に基 

   づき、輸出時から少なくとも５年間保存すること。 

（４） 特別返品等包括輸出許可の有効期間内において、毎年７月１日から31日までの間 

   に、チェックリストに直近の取組状況を記載したものを経済産業大臣に提出するこ 

   と。 

（５） 輸出管理社内規程の内容のうち、基本的事項に関連する部分に変更が生じ 

たときは、１か月以内に経済産業大臣に報告すること。                                                                                     

（６） 特別返品等包括輸出許可の範囲は、許可後においても法令及び包括許可取扱要領 

   の改正に伴い変更されることがある。 

（７） 法令又は許可の条件に違反したとき若しくは国際的な平和及び安全の維持の観点 

   から必要があると認められるときは、本許可が取り消されることがある。 

  注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 

      (2)  用紙の大きさは、Ａ列４番とします。     

（２枚目） 

 通関 
       

  税関 
 申告番号 

商品名 船積 
数量 

輸出の理由 
(不良品の返
品、修理、異
品のいずれ
かを記入) 

送状 
金額 

積 出
港 

※通関 
年月日 

※税関 
記 名 
押 印 

        

 注(１) ※印の欄は、記入しないで下さい。 

    注(２) 申請書にのり付けにより添付してください。 

    注(３) 用紙の大きさは、A 列４番とします。 

 

 

 

 



様式第６（Ⅲ－４（２）関係） 

 

 

根拠法規 貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条 

主務官庁 経 済 産 業 省 
                                                                                       

特別返品等包括役務取引許可申請書 
 

※  許  可  番  号  

※   有効となる日  

※     有  効  期   限  
                                                        
経済産業大臣 殿                                                                   
 
       申  請  者                                                          申請年月日                                          
         
   記名押印                                  
        又は署名                       
 
    住  所                                                           電 話 番 号                                            
 
次のとおり申請をします。 
 
 申請する特別返品等包括役務取引許可の範囲      

   本 邦 に お い て 使 用 す る た め に 提 供 さ れ た 技 術 で あ っ て 、不 具 合 に
よる返品、修理 (本 邦 に お い て 使 用 す る た め に 輸 入 さ れ た も の 又 は 輸
入 さ れ よ う と し た も の よ り も 性 能 、 特 性 等 が 向 上 し な い 場 合 に 限
る 。 ） 又 は 異 品 の た め の み に 本 邦 か ら 提 供 す る も の (輸 出 貿 易 管 理
令 別 表 第 １ の １ の 項 の 中 欄 に 掲 げ る 貨 物 に 内 蔵 さ れ た 技 術 （ 当 該
貨 物 を 使 用 す る た め に 設 計 し た プ ロ グ ラ ム に 限 る 。 ） の 場 合 に あ
っ て は 、 当 該 貨 物 の 不 具 合 に よ る 返 品 、 修 理 (本 邦 に お い て 使 用 す
る た め に 輸 入 さ れ た も の 又 は 輸 入 さ れ よ う と し た も の よ り も 性 能 、
特 性 等 が 向 上 し な い 場 合 に 限 る 。 ） 又 は 異 品 の た め の み に 本 邦 か ら
提 供 す る 技 術 を含む。）のうち、外国為替令別表の１の項の中欄に掲げ
る技術に該当するもの（輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄に掲げ
る貨物を使用するために設計したプログラムに限る。）を輸出貿易管理
令別表第３に掲げる地域において提供することを目的として取引する
場合（本邦に提供した外国において提供する場合に限る。） 

 
                                              
※許可又は不許可                                             
                   外国為替及び外国貿易法第 
                      25条第１項 
             
        外国為替及び外国貿易法第         
 この申請を、    67条第１項             の規定により 
                            
                    貿易関係貿易外取引等に関する 
        省令第２条第２項 
         

次の条件を付して許可する。 

許可しない。 

 

  条件  包括許可取扱要領（平成17・02・23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅢの 

    ５の(２)に掲げる条件（裏面参照）に従うこと。 
 
                 経済産業大臣の記名押印          
                                                                   日    付                             
 
                                                                   資    格                             
 
                                                                   記名押印                         



（裏面) 

 包括許可取扱要領（平成17・02・23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅢの５の(２) 

 に掲げる条件 

（１） 輸出管理社内規程のうち基本的事項を確実に実施すること。                                                                                               

（２） 特別返品等包括役務取引許可に係る取引の実績について、許可が有効となった日 

   から起算して３月ごとにまとめて翌月末日までに、経済産業大臣に報告すること。                                                                                                     

（３） 特別返品等包括役務取引許可に基づき提供を行った際の資料を輸出管理社内規定 

   に基づき、提供時から少なくとも５年間保存すること。 

（４） 特別返品等包括役務取引許可の有効期間内において、毎年７月１日から31日まで   

   の間に、チェックリストに直近の取組状況を記載したものを経済産業大臣に提出す 

     ること。 

（５） 輸出管理社内規程の内容のうち、基本的事項に関連する部分に変更が生じたとき

は、１か月以内に経済産業大臣に報告すること。                                                                                     

（６） 特別返品等包括役務取引許可の範囲は、許可後においても法令及び包括許可取扱 

   要領の改正に伴い変更されることがある。 

（７） 法令又は許可の条件に違反したとき若しくは国際的な平和及び安全の維持の観点 

   から必要があると認められるときは、本許可が取り消されることがある。 

  注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 

      (2)  用紙の大きさは、Ａ列４番とします。     

 



（様式第７） 

包括許可用チェックリスト 

経済産業大臣 殿                                                                   
 
       提 出  者                                           
   記名押印                                  
        又は署名                                 提出年月日                                              
 
 
    住  所                                                                     電 話 番 号                                                      
 

次のとおり提出します。 

 １ 輸出管理社内規程受理番号(注１) 

２ 連絡担当者 所属 

役職 

 氏名 

e メール 

 TEL 

FAX 

 

３ 輸出管理の最高責任 

 者 

所属・役職：           氏名： 

 

５ 輸出管理に従事する者の総数 

 

 

    名（うち専任   名） 

４ 取引の最終判断権者 所属・役職：           氏名： 

 

６ 教育訓練の実施状況   回（ 年 月～ 年 月） ７ 監査実施状況   回（ 年 月～ 年 月） 

８ 適格説明会受講実績 

(年月日、場所、役職、

氏名)(注２) 

人回 

( 年 月～ 

年 月)  

(  年  月  日) (受講地：     ) (役職：      ) (氏名：      ) 

(  年  月  日) (受講地：     ) (役職：      ) (氏名：      ) 

(  年  月  日) (受講地：     ) (役職：      ) (氏名：      )  

９ チェックリスト記入 

 者（２ 連絡担当者と 

 異なる場合のみ記入） 

所属 

役職 

 
氏名 

e メール 

 

TEL 

 

  注１：輸出管理社内規程受理票（又はコンプライアンス・プログラム受理票）の交付を受けている場合は、受理票に記載されている受理 
     番号を「１ 輸出管理社内規程受理番号」欄に記載すること。 
  注２：役職は、受講時のものを記載すること。 

別添Ｅ 



 

包括許可用チェックリスト 

 

（記入要領） 

１ AB 欄とも、該当する選択肢（①、（イ）等）を記入する。 

２ A 欄は、初回は全て記入。２回目からは、前回提出以降に規程の変更があった部分のみ記入。 

３ A 欄に（記入不要）と記された項目については、B 欄のみ記入。 

４ B 欄には、最近１年間の事実を対象に記入することを原則とする。 

５ 適当な選択肢がない場合や、「(一部)定めていない」、「（必ずしも）実行していない」等を選択した場合には、各設問の備考欄に包括許可 

 に係る貨物等の取扱を、または、末尾の特記事項欄に具体的な事情等を補足的に記入をすることが薦められる。 

６ ここでいう「規程」には、当該規程に基づく細則、マニュアル、フローチャート等を含む。 

 
事業者名 

記入年  月  日 

評 価 項 目 A 欄 規程上の取扱 B 欄 実際の取組 備     考 

輸出管理体制    

1-1 輸出管理の最高責任者は、

組織を代表する者か。 

 ① 輸出管理規程上で定め 

  ている 

 (ア)規程どおり組織を代表 

  する者が就任 

 

   ② 輸出管理規程以外の規 

  程で定めている 

③ 規程上では定めていな 

  い 

④ 他者の規程を適用する 

  旨、定めている 

 (イ)規程とは異なる（また 

  は規程がない）が組織 

   を代表する者が就任 

(ウ)上記以外の者が就任 

(エ)不在 

 

1-2 輸出管理に関する業務分  ① 輸出管理規程において  A 欄に①②④と記入した場  



 担及び責任範囲は明確か。    明確 

② 輸出管理規程以外の規 

  程において明確 

③ 規程上の定めがない 

④ 他者の規程を適用する 

  旨、定めている 

 合： 

(ア)規程どおり運用 

(イ)規程どおり運用してい 

  ない 

A 欄に③と記入した場合： 

(ウ)運用上、分担・範囲が 

  明確になっている 

(エ)運用上も不明確 

 

取引審査（該非判定を含む）    

2-1(1) 取引審査の最終判断権者

は取締役（またはこれに相

当する者）か。 

 ① 輸出管理規程上で取締 

  役等と定めている 

② 輸出管理規程以外の規   

  程で取締役等と定めて 

  いる 

③ 規程上では定めていな 

  い 

 A 欄に①②③と記入した場

合： 

(ア)規程どおり取締役等が 

  就任 

(イ)規程とは異なる(また 

  は規程がない)が取締 

   役等が就任 

 

   ④ 外部の者を最終判断権 

  者としている 

 (ウ)上記以外の者が就任 

(エ)不在 

A 欄に④と記入した場合(イ)

～(エ)または(オ)より選択 

(オ)規程どおり外部の者が就

任 

 

2-1(2) 最終判断権者が疑義ある

取引を防止する体制であ

 ① 輸出管理規程上で防止 

  の権限と仕組みを定め 

 A 欄に①②④と記入した場

合： 

 



るか。   ている 

② 輸出管理規程以外の規 

  程で防止の権限と仕組 

  みを定めている 

③ 規程上では定めていな 

  い 

④ 他者の規程を適用し、 

   防止の権限と仕組みを 

   定めている 

(ア)規程どおり 

(イ)運用上、不備がある 

A 欄に③と記入した場合： 

(ウ)運用上、防止する 

(エ)運用上も防止できない 

2-2(1) 該非判定の手続き（判定部

門、判定結果の審査等）を

明確に定め、リスト規制対

象貨物等に該当するか否

かの該非判定（リスト規制 

 ① 輸出管理規程上で明確 

  に定められている 

② 輸出管理規程以外の規   

   程で明確に定められて 

   いる 

 各部門の取組 

(ア)判定担当部門がそれぞ 

  れ判定を行い、輸出管 

  理部門がチェックして 

   いる 

(イ)判定担当部門がそれぞ 

   れ判定を行っている 

(ウ)一部に実行していない 

   部門があったが改善し 

    、現在は必ず行ってい 

  る 

(エ)一部に実行していない 

    部門がある 

(オ)まだ実行していない 

 

 対象貨物等として輸出さ

れる（可能性がある）購入

品の場合は判定書の入手）

を行っているか。 

 ③ 一部明確でない部分が 

  あるが定められている 

④ 定められていない 

⑤ 他者の規程を適用し、 

   明確に定めている 

 

 

 

    各貨物の該非判定 

(ア)全ての貨物等について 

 



、該非判定を（購入品 

     の場合は明らかに不要 

   な場合を除き、判定書 

   の入手を）必ず行って 

   いる 

(イ)一部に実行していない 

   貨物等があったが改善 

   し、現在は必ず行って 

   いる 

(ウ)一部の貨物等について 

   は実行していない 

(エ)まだ実行していない 

 

 

2-3(1) 顧客に関する審査の手続

き(審査部門及び審査方法

等）を明確に定め、審査を

行っているか。 

 ① 輸出管理規程上で明確 

  に定められている 

② 輸出管理規程以外の規   

   程で明確に定められて 

   いる 

③ 一部明確でない部分が 

  あるが定められている 

④ 定められていない 

⑤ 他者の規程を適用し、 

   明確に定めている 

 各部門の取組 

(ア)審査担当部門がそれぞ 

  れ審査を行い、輸出管理 

   部門がチェックしている 

(イ)審査担当部門がそれぞ 

   れ審査を行っている 

(ウ)一部に実行していない 

   部門があったが改善し 

    、現在は必ず行ってい 

  る 

(エ)一部に実行していない 

    部門がある 

(オ)まだ実行していない 

 



       

     貨物等毎の取扱 

(ア)リスト規制対象貨物等 

  及びキャッチオール規 

   制貨物等の取引を行う 

   顧客については必ず行 

  っている 

(イ)一部に実行していない 

   貨物等があったが改善 

  し、現在は必ず行って 

   いる 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 (ウ)一部の貨物等について        

  は実行していない 

(エ)まだ実行していない 

 

2-4(1) 需要者及び用途を確認す

る規程を定め、実行してい

るか。 

 ① 輸出管理規程上で明確 

  に定められている 

② 輸出管理規程以外の規  

   程で明確に定められて 

   いる 

③ 一部明確でない部分が 

   あるが定められている 

④ 定められていない 

⑤ 他者の規程を適用し、 

   明確に定めている 

 

 各部門の取組 

(ア)担当部門がそれぞれ確 

  認を行い、輸出管理部 

   門がチェックしている 

(イ)担当部門がそれぞれ確 

  認を行っている 

(ウ)一部に実行していない 

   部門があったが改善し 

、現在は必ず行ってい 

  る 

  (エ)一部に実行していない 

 



         部門がある 

(オ)まだ実行していない 

 

 貨物等毎の取扱 

(ア)リスト規制対象貨物等 

  及びキャッチオール規 

   制対象貨物等について 

  は必ず行っている 

(イ)一部に実行していない 

   貨物等があったが改善 

 

      し、現在は必ず行ってい 

  る 

(ウ)一部の貨物等について 

   は実行していない 

(エ)まだ実行していない 

 

出荷管理    

3-1(1) 出荷管理のための手続き

（管理部門及び管理方法

等）を明確に定め、輸出許

可が必要とされる場合の

許可証、出荷指示書等と貨

物（現物）の照合等の管理

を実行しているか。 

 ① 輸出管理規程上で明確 

  に定められている 

② 輸出管理規程以外の規  

   程で明確に定められて 

   いる 

③ 一部明確でない部分が 

   あるが定められている 

④ 定められていない 

⑤ 他者の規程を適用し、 

 各部門の取組 

(ア)出荷担当部門がそれぞ 

   れ管理を行い、管理部 

   門がチェックしている 

(イ)出荷担当部門がそれぞ 

  れ管理を行っている 

(ウ)一部に実行していない 

   部門があったが改善し 

    、現在は必ず行ってい 

 



   明確に定めている   る 

(エ)一部に実行していない 

    部門がある 

(オ)まだ実行していない 

     貨物等毎の取扱 

(ア)リスト規制対象貨物等   

   及びキャッチオール規 

   制対象貨物等について 

 

        は必ず行っている 

(イ)一部に実行していない 

   貨物等があったが改善  

   し、現在は必ず行って 

   いる 

(ウ)一部の貨物等について 

   は実行していない 

(エ)まだ実行していない 

 

3-2(1) 通関時の事故がある場合

には輸出管理部門に報告

されることを明確に定め、

実行されるようになって

いるか。 

 ① 輸出管理規程上で明確 

  に定められている 

② 輸出管理規程以外の規  

   程で明確に定められて 

   いる 

③ 一部明確でない部分が 

   あるが定められている 

④ 定められていない 

⑤ 他者の規程を適用し、 

 (ア)リスト規制対象貨物等   

   及びキャッチオール規 

  制対象貨物等について 

  は必ず実行される 

(イ)一部に実行されない事 

  故があったが改善し、 

   現在は必ず実行される 

(ウ)一部の事故については 

   実行されない 

 



   明確に定めている (エ)まだ実行していない 

監査体制    

4-1(1) 監査を定期的に行うもの

となっているか。 

 ① 輸出管理規程上定めら 

   れている 

② 輸出管理規程以外の規  

   程で定められている 

 (ア)リスト規制対象貨物等 

  及びキャッチオール規制  

  対象貨物等を扱う全ての 

  部門について実施してい 

 

   ③ 規程が定められていな 

  い 

④ 他者の規程が適用され 

   、監査が行われる 

   る 

(イ)規制対象貨物等に係る   

   該非判定、取引審査、 

   出荷管理を行う部門に 

   ついては全て実施して 

   いる 

(ウ)規制対象貨物等を扱う 

  部門については部分的 

   に実施している 

(エ)まだ監査を実施してい 

    ない（ 年 月実施予 

    定） 

 

教育体制    

5-1(1) 役職員に輸出管理関係の

教育を実施するものとな

っているか。 

 ① 輸出管理規程上定めら 

   れている 

② 輸出管理規程以外の規 

  程で定められている 

③ 規程が定められていな 

 （複数回答可） 

(ア)役員に対し定期的に教 

   育を実施している 

(イ)輸出管理に関係する部 

   門の職員に対して定期 

 



  い 

④ 他者の規程が適用され 

   、教育が行われる 

   的に実施している 

(ウ)職員が輸出管理に関係 

  する部門に配属された 

   ときに実施している 

(エ)定期的ではないが実施 

        している 

(オ) まだ実施していない 

   （  年 月実施予定）   

 

書類    

6-1 輸出関連書類に事実を正

確に確認し記載するもの

となっているか。 

 ① 輸出管理規程上定めら 

   れている 

② 輸出管理規程以外の規 

  程で定められている 

③ 審査票などの重要書類 

  については定められて 

   いる 

④ 定められていない 

 (ア)全ての担当部門で必ず行 

   っている 

(イ)一部に実行していない部 

   門があったが改善し、現 

  在は必ず行っている 

(ウ)一部に実行していない部 

   門がある 

(エ)まだ実行していない 

 

6-2(1) 輸出関連書類が輸出又は

役務提供後５年以上保存

されるよう定められてい

るか。 

 ① 輸出管理規程上５年以 

  上保存されるよう定め 

  られている 

② 輸出管理規程以外の規 

   程で５年以上保存され 

   るよう定められている 

③ 規程が定められていな 

 (ア)全ての輸出関係書類を５

年以上保存している（ま 

   たは５年以上保存する体 

   制を整えている） 

(イ)一部に実行していない部 

   門があったが改善し、現 

在は全て５年以上保存し 

 



    い 

④ 他者の規程を適用して 

  ５年以上保存されるよ 

う定められている 

    ている（または５年以上 

   保存する体制を整えてい 

  る） 

(ウ)一部に保存していない書 

類がある 

(エ)まだ実行していない 

 

違反    

7-1(1) 輸出管理違反者に対して

必要に応じ厳正な処分が

行われるものとなってい

るか。 

 ① 輸出管理規程の中で内 

   部処罰規定を整備 

② 輸出管理規程以外の規 

   程で内部処罰規定を整 

   備 

③ 内部処罰規定がない 

 A 欄で①又は②と記入した

場合： 

(ア)規程を職員に周知してい 

   る 

(イ)規程はあるが職員に周知 

   していない 

A 欄で③と記入した場合： 

(ウ)契約等に処罰規程がある 

(エ)処罰規程はない 

 

7-1(2) 法令違反が判明した場合、

速やかに関係省庁に報告

されるものとなっている

か。 

 ① 輸出管理規程の中で報    

   告体制を規程している 

② 輸出管理規程以外の規 

   程で報告体制を規程し 

   ている 

③ 報告体制に関する規程 

   は無い 

 A 欄で①又は②と記入した

場合： 

(ア)体制が稼動できる状態に 

  なっている 

(イ)必ずしも稼動できる体制 

   になっていない 

A 欄で③と記入した場合： 

(ウ)関係省庁に報告する 

 



(エ)必ず関係省庁に報告する 

   とは限らない 

包括許可    

8-1 輸出管理部門で包括許可    (ア)輸出管理部門で包括許可  

 証を管理し、許可対象外の

輸出等を行わない体制に

なっているか。 

 

（記入不要） 

   証を管理し、許可証適用 

  の可否を審査している 

(イ)包括許可証の管理と適用 

   可否の審査は内部の他の 

   部門で行っている 

(ウ)包括許可証の管理は外部 

   に委託している 

(エ)包括許可証の管理担当は 

   決めていない 

 

8-2 包括許可の範囲の輸出等

をしようとする場合であ

って、その輸出貨物等が核

兵器等の開発等、またはそ

の他の軍事用途等に利用

される場合、利用されるお

それがある場合、又はその

疑いがある場合の対応を

定めているか。 

 

（記入不要） 

 （複数回答可） 

(ア)取引を停止し、輸出を行 

   わない 

(イ)案件毎に許可の失効また 

   は届出の要否を判断した   

   上で、個別に輸出許可を 

   申請または経済産業省へ 

   届け出る 

(ウ)特に何も決めていない 

 

8-3 包括許可の範囲の輸出等 

をしようとする場合であ 

 
 

 （複数回答可） 

(ア)取引を停止し、輸出を行 

 



 って、その輸出等が国際的

な平和及び安全の維持を 

妨げるおそれがあるもの

として経済産業大臣から

通知を受けたときの対応

を定めているか。 

     

（記入不要） 

 わない 

(イ)個別に輸出許可を申請 

   する 

(ウ)特に何も決めていない 

 

   

  その他特記事項があれば記入して下さい 

 

 



様式第８ 
 

輸出管理社内規程の内容変更に係る届出 
  

           年  月  日 
 
 

                                                        
経済産業大臣 殿                                                                   
 

               提出者名                                                                                               

             記名押印                                  

                        又は署名                                                           

 
                                      住  所                                                                                           
 

 

   年 月 日付け受理番号        の包括許可用輸出管理社内規程の内容を

変更しましたのでお届けいたします。  

 

主な変更内容 

 

          連絡担当：担当者名 

                  部署名及び役職名 

               電話番号 

               ファックス番号 

               e-mail 

 

(注) 変更後の新たな包括許可用輸出管理社内規程総括表を併せて提出すること。 

   また、必要に応じ、変更された当該規程の提出を求める場合がある。 

別添Ｆ 



様式第９ 

番  号  受付年月日  

 

一般包括許可及び特定包括許可に係る届出書 
 

１．提出者 
  （氏名又は名称） 
              印 
  （住    所） 

担当者 
    （氏名） 
    （所属） 
    （電話） 
    （FAX） 

２．包括許可番号 
    許可年月日 
    輸出又は取引予定日 

３－１．貨物名 ３－２．技術名 

４－１．メーカー名 ４－２．提供者名 

５．貨物の輸送ルート（経由地（積替地又は寄港地）をすべて記載） 

  （積出港）       （経由地）       （最終仕向地及び通関地） 

６．需要者等の名称、所在地及び概略並びに３－１．又は３－２．で記載した貨物の 

設置（使用）又は技術を提供する予定工場等の名称及び所在地 

７．需要等の概要（３－１．又は３－２．で記載した貨物又は提供する技術の使用目 

的及び使用方法等） 

８．届出項目（疑いの内容について記載） 

  

  

  

特記事項 

 太枠内を記入してください。 
  添付資料：・「貨物・技術の概要及び特性」（参考１） 
        ・カタログ又は仕様書等の技術資料 
        ・商談全体の内容がわかるもの（例えば既に契約しているものについては 

        契約書） 

・ 届出の事由を示す文書等（参考２） 



別 添 Ｇ

様式第 １ ０

平 成 年 月 日

一 般 包 括 輸 出 許可 に 係 る 実 績 報 告書

（ 報 告 の 対象 と な る 期 間 ：平 成 年 月 ～ 平成 年 月 ）

許 可 番 号 受 付年 月 日

経 済 産 業 大 臣 殿

提 出 者

記 名 押 印 又 は 署 名

住 所

担 当 者 (所 属 部 署 名 ) 、 (氏 名 ）

電 話 番 号 （ ）、（ 内線 ）

下 記 の と お り 報 告し ま す 。

記

<用 い ら れ る 場 合 >

仕 向 地 貨 物 名 （ 型 番 メ ー カ ー 数 量 価 額 総 額 輸 出 令 別 表 需 要 者 の 需 要 者 の所 在 地 需 要 等 の 概 要 （ 貨 物 の 使 そ の 他 の 軍 事 用 途 通 関 年

・ 等 級含 む ） 名 単 位 第 一 番 号 名 称 用目的及 び 使 用 方法 等 ） と 判 断 し た 理 由 月日

<用 い ら れ る 疑 い があ る 場 合 >

仕 向 地 貨 物 名 （ 型 番 メ ー カ ー 数 量 価 額 総 額 輸 出 令 別 表 需 要 者 の 需 要 者 の所 在 地 需 要 等 の 概 要 （ 貨 物 の 使 そ の 他 の 軍 事 用 途 通 関 年

・ 等 級含 む ） 名 単 位 第 一 番 号 名 称 用目的及 び 使 用 方法 等 ） と 判 断 し た 理 由 月日

注 （ １ ） 本 様 式 に従 っ て 、 提 出 者 にお い て 、 報 告 書 を作 成 し て 下 さ い 。

（ ２ ） 用 紙 の 大き さ は 、 Ａ 列 ３ 番（ 横 書 き ） と し ます 。

（ ３ ） 対 象 期 間に 発 生 し た 報 告 事項 を 契 約 毎 に す べて 記 載 し て 下 さ い。

（ ４ ） 同 一 の 契約 に 係 る 輸 出 が 複数 月 に 渡 る 場 合 は最 初 の 輸 出 日 を 基準 に ま と め て 報 告し て 下 さ い 。

そ の 場 合、 当 該 契 約 に 関 し、 報 告 時 点 で 実 際に 行 わ れ て い な い輸 出 が あ る 場 合 は、 契 約 に 基 づ く 見込 み を 記 載 し て 下さ い 。



別 添 Ｈ

様式第 １ １

平 成 年 月 日

一般 包 括 役 務 取 引許 可 に 係 る 実 績 報告 書

（ 報 告 の 対象 と な る 期 間 ：平 成 年 月 ～ 平成 年 月 ）

許 可 番 号 受 付年 月 日

経 済 産 業 大 臣 殿

提 出 者

記 名 押 印 又 は 署 名

住 所

担 当 者 (所 属 部 署 名 ) 、 (氏 名 ）

電 話 番 号 （ ）、（ 内線 ）

下 記 の と お り 報 告し ま す 。

記

<利 用 さ れ る 場 合 >

提 供 地 技 術 名 提 供 者 名 数 量 対 価 総 額 外 為 令 別 表 利 用 す る 利 用 す る 者の 所 在 地 需 要 等 の 概 要 (提 供 す る 技 そ の 他 の 軍 事 用 途 取 引 年

単 位 番 号 者 の 名 称 術の使用 目 的 及 び使 用 方 法 等 ) と 判 断 し た 理 由 月日

<利 用 さ れ る 疑 い があ る 場 合 >

提 供 地 技 術 名 提 供 者 名 数 量 対 価 総 額 外 為 令 別 表 利 用 す る 利 用 す る 者の 所 在 地 需 要 等 の 概 要 (提 供 す る 技 そ の 他 の 軍 事 用 途 取 引 年

単 位 番 号 者 の 名 称 術の使用 目 的 及 び使 用 方 法 等 ) と 判 断 し た 理 由 月日

注 （ １ ） 本 様 式 に従 っ て 、 提 出 者 にお い て 、 報 告 書 を作 成 し て 下 さ い 。

（ ２ ） 用 紙 の 大き さ は 、 Ａ 列 ３ 番（ 横 書 き ） と し ます 。

（ ３ ） 対 象 期 間に 発 生 し た 報 告 事項 を 契 約 毎 に す べて 記 載 し て 下 さ い。

（ ４ ） 同 一 の 契約 に 係 る 技 術 の 提供 が 複 数 月 に 渡 る場 合 は 最 初 の 提 供を 行 っ た 日 を 基 準に ま と め て 報 告 して 下 さ い 。

そ の 場 合、 当 該 契 約 に 関 し、 報 告 時 点 で 実 際に 行 わ れ て い な い取 引 が あ る 場 合 は、 契 約 に 基 づ く 見込 み を 記 載 し て 下さ い 。



 

 

様式第１２ 

                                                                   年 月 日 

 

特定包括許可に係る年間実績報告書 

                         （ 年 月 日～１２月分） 

 

経済産業大臣 殿 

 

                                        提出者名              

                                        住  所              

                                        電話番号（担当）          

 
  下記のとおり報告します。 

 

                                       記 

 

許可番号：               

（輸出令別表第１・
外為令別表）の項の
番号及び中欄の括弧
の番号 

 

 

 

 

 

 合  計 

仕 向 地 ・ 提 供 地     

通関・提供の回数     

金     額 

（US ＄） 

    

（注）実績欄については必要に応じ別紙として差し支えありません。 

   輸出許可の場合は「・外為令別表」を、役務取引許可の場合は「輸出令別表第１・」    

   を二重線等で消してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１３ 

                                                                   

   平成  年  月  日 

特別返品等包括輸出許可に係る実績報告書 

（報告の対象となる期間：平成 年 月 日～平成 年 月 日） 

 経済産業大臣 殿                                                                                              

         提出者 

                               記名押印又は署名                                      

                               住所                                            

                               管理責任者役職及び署名                                        

                               電話番号（担当）                                 

下記のとおり報告します。 

記 
許可年
月日 

許可番
号 

仕向地 買主 商品名 
(型及び等
級) 

数量 輸出貿
易管理
令別表
第１貨
物番号 

我が国
におけ
る最終
需要者 

当該商
品が組
み込ま
れるべ
き最終
製品 
(機種
名等) 

当該
商品
を本
邦に
輸出
した
国名 

輸出の理由 
 1.不良品 
 の返品 
 2.修理 
 3.異品 
(いずれか
を記入する
こと) 

修理依
頼書 
(ｸﾚｰﾑﾉ
ｰﾄ)の
日付及
び番号 

修理承
諾書(ｸﾚ
ｰﾑ承諾
書)の日
付及び
番号 

ｲﾝﾎﾞｲｽ、ﾊﾟ
ｯｷﾝｸﾞﾘｽﾄ､
Airwaybill
、B/L 又は
これらに準
ずる書類の
うち、いず
れか１つ
(ただし、当
該貨物のｼﾘ
ｱﾙﾅﾝﾊﾞｰ又
はﾊﾟｰﾂﾅﾝﾊﾞ
ｰまでが明
記されてい
ること)の 

通関申
告番号 
(特別返
品等包
括輸出
許可証
の裏面
の写し
を添付
するこ
と) 

通関年
月日(特
別返品
等包括
輸出許
可証の
裏面の
写しを
添付す
ること) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



             日付及び番
号 

    

                          

                 

                 

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

 

注(１) 一の特別返品等包括輸出許可証に係る輸出の実績をすべて記載して下さい。 

 (２) 本様式に従って、申請者において、報告書を作成して下さい。 

 (３) 用紙の大きさは、A 列３番（横書き）とします。 

 

 

 

 

 



様式第１４ 

平成  年  月  日 

特別返品等包括役務取引許可に係る実績報告書 

（報告の対象となる期間：平成 年 月 日～平成 年 月 日） 

 経済産業大臣 殿                                                                                              

           提出者                                               

                               記名押印又は署名                                                              

                                                           住所                                                                       

                                                           管理責任者役職及び署名                                                    

                                                           電話番号（担当）                                               

 

下記のとおり報告します。 

記 
許可年
月日 

許可番
号 

取引の 
相手方
      

   

 役務の内容 我が国
におけ
る最終
需要者 

当該プログラ
ムが組み込ま
れるべき最終
製品 
(機種名等) 

当該プログラ
ムを本邦に提
供した国名 

役務提供
の理由 
 1.不良品 
 の返品 
 2.修理 
 3.異品 
(いずれか
を記入す
ること) 

修理依
頼書 
(ｸﾚｰﾑﾉ
ｰﾄ)の
日付及
び番号 

修理承
諾書(ｸﾚ
ｰﾑ承諾
書)の日
付及び
番号 

ｲﾝﾎﾞｲｽ、ﾊﾟｯｷﾝｸﾞﾘ
ｽﾄ､Airwaybill、B/

L又はこれらに準
ずる書類のうち、
いずれか１つ(た
だし、当該ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑのｼﾘｱﾙﾅﾝﾊﾞｰ又
はﾊﾟｰﾂﾅﾝﾊﾞｰまで
が明記されてい
ること)の日付及
び番号 

貨物に内
蔵された
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
の場合は
当該貨物
の通関申
告番号 
(輸出許
可証の裏
面の写し
を添付す
ること） 

貨物に
内蔵さ
れたﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑの
場合は
当該貨
物の通
関年月
日 
(輸出許
可証の
裏面の
写しを
添付す
ること) 



             

             

            

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

注(１) 一の特別返品等包括役務取引許可証に係る取引の実績をすべて記載して下さい。 

 (２) 本様式に従って、申請者において、報告書を作成して下さい。 

 (３) 用紙の大きさは、A 列３番（横書き）とします。 



〔 別表Ａ 〕

　［ ２の項 ］ 　　　　［ ２の項 ］

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

- - - - - - - - - - -

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

- - - - - - - - - - -

一般 一般 特定  一般 一般  一般 一般 特定 - 特定  特定

- - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -

一般 一般 特定  一般 一般  一般 一般 特定 - 特定  特定

一般 一般 特定  一般 一般  一般 一般 特定 - 特定  特定

- - - - - - - - - - -

一般 一般 特定  一般 一般  一般 一般 特定 - 特定  特定

- - - - - - - - - - -

一般 一般 特定  一般 一般  一般 一般 特定 - 特定  特定

一般 一般 特定  一般 一般  一般 一般 特定 - 特定  特定

一般 一般 特定  一般 一般  一般 一般 特定 - 特定  特定
輸出令別表第１の２の項(13)又は(14)に掲げる貨物であって、貨物
等省令第１条第18号又は第19号に該当するもの

輸出令別表第１の２の項(10)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の２の項(10の２)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第１条第10号の２又は第10号の３に該当するもの

輸出令別表第１の２の項(11)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
１条第11号に該当するもの

輸出令別表第１の２の項(12)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
１条14号又は17号に該当するもの

輸出令別表第１の２の項(8)に掲げる貨物であって、貨物等省令第１
条第８号イに該当するもの

輸出令別表第１の２の項(8)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の２の項(9)に掲げる貨物であって、貨物等省令第１
条第９号に該当するもの

輸出令別表第１の２の項(10)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
１条第10号イに該当するもの

輸出令別表第１の２の項(4)に掲げる貨物であって、貨物等省令第１
条第４号ロに該当するもの

輸出令別表第１の２の項(6)に掲げる貨物のうち、核燃料物質の成型
加工用の装置であって、貨物等省令第１条第６号に該当するもの

輸出令別表第１の２の項(6)に掲げる貨物のうち、リチウムの同位元
素の分離用の装置であって、貨物等省令第１条第６号に該当するも
の

輸出令別表第１の２の項(7)に掲げる貨物であって、貨物等省令第１
条第７号に該当するもの

一般包括輸出許可／特定包括輸出許可マトリックス

輸出令別表第１の２の項(1)から(5)までに掲げる貨物であって、貨物
等省令第１条第１号から第５号までのいずれか（第４号ロに該当する
ものを除く）に該当するもの

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番



［ ２の項 ］ 　　　　［ ２の項 ］

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定  特定 特定  特定 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 特定  一般 一般  一般 一般 特定 - 特定  特定

一般 一般 特定  一般 一般  一般 一般 特定 - 特定  特定

- - - - - - - - - - -

一般 特定 特定  特定 特定  特定 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 特定  一般 一般  一般 一般 特定 - 特定  特定

一般 一般 特定  一般 一般  一般 一般 特定 - 特定  特定

一般 特定 特定  特定 特定  特定 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 特定  一般 一般  一般 一般 特定 - 特定  特定

一般 一般 特定  一般 一般  一般 一般 特定 - 特定  特定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

輸出令別表第１の２の項(18)～(38)までに掲げる貨物であって、貨物
等省令第１条第23号～第43号までのいずれかに該当するもの

輸出令別表第１の２の項(39)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
９条第３号イ、ロ、ホ若しくはヘ、第４号又は第８号イに該当するもの

輸出令別表第１の２の項(39)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の２の項(40)～(50)に掲げる貨物であって、貨物等
省令第１条第45号～第60号までのいずれかに該当するもの

輸出令別表第１の２の項(16)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
１条第21号に該当するもの

輸出令別表第１の２の項(17)２に掲げる貨物であって、貨物等省令
第14条第１号に該当するもの

輸出令別表第１の２の項(17)２に掲げる貨物であって、貨物等省令
第４条第２号又は第15号ハ若しくはニに該当するもの

輸出令別表第１の２の項(17)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の２の項(15)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
11条第６号に該当するもの

輸出令別表第１の２の項(15)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ
※ただし、イラン、イラク、リビア又は北朝鮮を経由する場合はいずれの包括制度も適用不可。なお、アフガニスタンを経由する場合は、一般包括制度が適用不可。

（旧取扱要領に基づき発行された第１種一般包括輸出許可の範囲は、表中「一般」と標記された欄。第２種一般包括輸出許可の範囲は表中「一般＊」と標記された欄。）



　［ ３の項 ］ 　　　　［ ３の項 ］

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定 特定 特定  特定 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般＊ 一般＊ 一般＊ 一般＊ 一般＊ 一般＊ 一般＊ - 特定  一般＊

- - - - - - - - - - -

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - - -

一般 一般＊ 一般＊ 一般＊ 一般＊ 一般＊ 一般＊ 一般＊ - - -

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - - -

一般 一般＊ 一般＊ 一般＊ 一般＊ 一般＊ 一般＊ 一般＊ - - -

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - - -

一般 一般＊ 一般＊ 一般＊ 一般＊ 一般＊ 一般＊ 一般＊ - - -

一般 一般 特定  一般 特定  特定 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  一般 特定  特定 特定 特定 - 特定  特定

輸出令別表第１の３の項(1)の貨物として貨物等省令第２条第１項第
２号ヘからリまでのいずれか若しくは第3号レからヤまでのいずれか
に該当するものであって、輸出申告の際の数量が、それぞれの物質
につき２０キログラム超のもの

輸出令別表第１の３の項(1)の貨物として貨物等省令第２条第１項第
２号ヘからリまでのいずれか若しくは第3号レからヤまでのいずれか
に該当するものであって、輸出申告の際の数量が、それぞれの物質
につき２０キログラム以下のもの

輸出令別表第１の３の項(2)７又は９に掲げる貨物

輸出令別表第１の３の項(2)に掲げる貨物であって、１～６、８、10、11
に掲げるもの

輸出令別表第１の３の項(1)の貨物として貨物等省令第２条第１項第
２号ハ若しくはニ又は第３号ヘからタまでのいずれかに該当するもの
であって、輸出申告の際の数量が、それぞれの物質につき２０キログ
ラム超のもの

輸出令別表第１の３の項(1)の貨物として貨物等省令第２条第１項第
２号ハ若しくはニ又は第3号ヘからタまでのいずれかに該当するもの
であって、輸出申告の際の数量が、それぞれの物質につき２０キログ
ラム以下のもの

輸出令別表第１の３の項(1)の貨物として貨物等省令第２条第１項第
２号ホに該当するものであって、輸出申告の際の数量が１キログラム
超のもの

輸出令別表第１の３の項(1)の貨物として貨物等省令第２条第１項第
２号ホに該当するものであって、輸出申告の際の数量が１キログラム
以下のもの

輸出令別表第１の３の項(1)の貨物として貨物等省令第２条第１項第
１号に該当するものであって、輸出申告の際の数量がそれぞれの物
質につき２０キログラム超のもの

輸出令別表第１の３の項(1)の貨物として貨物等省令第２条第１項第
１号に該当するものであって、輸出申告の際の数量が、それぞれの
物質につき20キログラム以下のもの

輸出令別表第１の３の項(1)に掲げる貨物であって、貨物等省令第２
条第１項第2号イ若しくはロ又は第３号イからホまでのいずれかに該
当するもの

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ
※ただし、イラン、イラク、リビア又は北朝鮮を経由する場合はいずれの包括制度も適用不可。なお、アフガニスタンを経由する場合は、一般包括制度が適用不可。

（旧取扱要領に基づき発行された第１種一般包括輸出許可の範囲は、表中「一般」と標記された欄。第２種一般包括輸出許可の範囲は表中「一般＊」と標記された欄。）



［ ３の２項 ］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　［ ３の２項 ］　　　　　　

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

- - - - - - - - - - -

一般 一般 一般 一般 特定  特定 特定 特定 - 特定  特定

輸出令別表第１の３の２項（1）に掲げる貨物であって、貨物等省令第
２条の２第１項に該当するもの

輸出令別表第１の３の２項（2）に掲げる貨物であって、貨物等省令第
２条の２第２項に該当するもの

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ
※ただし、イラン、イラク、リビア又は北朝鮮を経由する場合はいずれの包括制度も適用不可。なお、アフガニスタンを経由する場合は、一般包括制度が適用不可。

（旧取扱要領に基づき発行された第１種一般包括輸出許可の範囲は、表中「一般」と標記された欄。第２種一般包括輸出許可の範囲は表中「一般＊」と標記された欄。）



［ ４の項 ］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　［ ４の項 ］

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

- - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -

一般 一般 一般  特定 一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 特定  特定  一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  特定 一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 特定  特定  一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  特定 一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

- - - - - - - - - - -

一般 特定 特定  特定 特定  特定 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 特定  特定  一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  特定 一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般  特定  特定  一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  特定 一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  特定 一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

- - - - - - - - - - -

輸出令別表第１の４の項(16)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の４の項(17)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
３条第18号、第18号の２又は第18号の３に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(18)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
14条第８号イ又はロに該当するもの

輸出令別表第１の４の項(15)１に掲げる貨物であって、貨物等省令
第４条第２号、第12号ハ若しくはニ又は第15号ハ若しくはニに該当
するもの

輸出令別表第１の４の項(15)２又は４に掲げる貨物

輸出令別表第１の４の項(15)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の４の項(16)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
３条第17号の３ロ又はハに該当するもの

輸出令別表第１の４の項(5)～(12)までに掲げる貨物であって、貨物
等省令第３条第６号～第13号までのいずれかに該当するもの

輸出令別表第１の４の項(13)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
３条第14号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(14)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
３条第15号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(15)１に掲げる貨物であって、貨物等省令
第14条第１号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(1)、(1の2)、(2)又は(3)１に掲げる貨物で
あって、貨物等省令第３条第１号、第１号の２、第１号の３又は第２号
に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(3)２に掲げる貨物であって、貨物等省令第
14条第11号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(3)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の４の項(4)に掲げる貨物であって、貨物等省令第３
条第５号に該当するもの

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番



［ ４の項 ］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　［ ４の項 ］　　　　　　

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定  特定 特定  特定 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  特定 一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  特定 一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  特定 一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

- - - - - - - - - - -

一般 特定 特定  特定 特定  特定 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  特定 一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

一般 特定 特定  特定 特定  特定 特定 特定 - 特定  特定

一般 - - - - - - - - - -

一般 一般 一般  特定 一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  特定 一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 特定  特定  一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  特定 一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

- - - - - - - - - - -

一般 一般 一般  特定 一般  一般 特定 特定 - 特定  特定

輸出令別表第１の４の項(25)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
14条第２号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(25)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の４の項(22)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の４の項(23)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
３条第24号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(24)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
３条第25号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(24の2)に掲げる貨物であって、貨物等省令
第３条第25号の２に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(21)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
９条第13号ニ、チ又はルに該当するもの

輸出令別表第１の４の項(21)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の４の項(22)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
７条第１号ロに該当するもの

輸出令別表第１の４の項(22)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
７条第３号ハに該当するもの

輸出令別表第１の４の項(18)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
９条第13号ニ、チ又はルに該当するもの

輸出令別表第１の４の項(18)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の４の項(19)又は(20)に掲げる貨物であって、貨物
等省令第３条第20号又は第21号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(21)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
14条第８号イ又はロに該当するもの

輸出令別表第１の４の項（18の2)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第３条第１９号の２に該当するもの

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番



一般 一般 一般  特定 一般  一般 特定 特定 - 特定  特定
輸出令別表第１の４の項(26)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
３条第24号又は第27号に該当するもの

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ
※ただし、イラン、イラク、リビア又は北朝鮮を経由する場合はいずれの包括制度も適用不可。なお、アフガニスタンを経由する場合は、一般包括制度が適用不可。

（旧取扱要領に基づき発行された第１種一般包括輸出許可の範囲は、表中「一般」と標記された欄。第２種一般包括輸出許可の範囲は表中「一般＊」と標記された欄。）



［ ５の項 ］ 　　　　［ ５の項 ］

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 一般 一般  一般 一般  一般 一般 一般 - 特定  一般

一般 特定 特定  特定 特定  特定 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  一般 一般  一般 一般 一般 - 特定  一般

一般 一般 一般  一般 一般  一般 一般 一般 - 特定  一般

一般 特定 特定  特定 特定  特定 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  一般 一般  一般 一般 一般 - 特定  一般

一般 一般 一般  一般 一般  一般 一般 一般 - 特定  一般

輸出令別表第１の５の項(18)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
４条第２号又は第15号ハ若しくはニに該当するもの

輸出令別表第１の５の項(18)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の５の項(19)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
４条第16号に該当するもの

輸出令別表第１の５の項(1)～(13)までに掲げる貨物であって、貨物
等省令第４条第１号～12号のいずれかに該当するもの

輸出令別表第１の５の項(14)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
４条第12号ハ(一)又はニに該当するもの

輸出令別表第１の５の項(14)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の５の項(15)～(17)までに掲げる貨物であって、貨物
等省令第４条第12号～第14号までのいずれかに該当するもの

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ
※ただし、イラン、イラク、リビア又は北朝鮮を経由する場合はいずれの包括制度も適用不可。なお、アフガニスタンを経由する場合は、一般包括制度が適用不可。

（旧取扱要領に基づき発行された第１種一般包括輸出許可の範囲は、表中「一般」と標記された欄。第２種一般包括輸出許可の範囲は表中「一般＊」と標記された欄。）



［ ６の項 ］ 　　　　［ ６の項 ］

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 一般 一般  一般 一般  一般 一般 一般 - 特定  一般
輸出令別表第１の６の項（１）～（９）に掲げる貨物であって、貨物等
省令第５条第１号～第１１号までのいずれかに該当するもの

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ
※ただし、イラン、イラク、リビア又は北朝鮮を経由する場合はいずれの包括制度も適用不可。なお、アフガニスタンを経由する場合は、一般包括制度が適用不可。

（旧取扱要領に基づき発行された第１種一般包括輸出許可の範囲は、表中「一般」と標記された欄。第２種一般包括輸出許可の範囲は表中「一般＊」と標記された欄。）



［ ７の項 ］ 　　　　［ ７の項 ］

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 - 特定  一般

一般 特定 特定  特定 特定  特定 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 - 特定  一般

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 - 特定  一般

一般 特定 特定  特定 特定  特定 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 - 特定  一般

一般 一般 一般  一般 一般  一般 一般 一般 - 特定  一般
輸出令別表第１の７の項(17)～(22)までに掲げる貨物であって、貨物
等省令第６条第17号～第22号までのいずれかに該当するもの

輸出令別表第１の７の項(15)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の７の項(15の２)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第６条１６号の２に該当するもの

輸出令別表第１の７の項(16)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
６条第17号イ(二)に該当するもの

輸出令別表第１の７の項(16)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の７の項(1)～(14)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第６条第１号～第15号のいずれかに該当するもの

輸出令別表第１の７の項(15)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
６条第16号ロに該当するもの

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ
※ただし、イラン、イラク、リビア又は北朝鮮を経由する場合はいずれの包括制度も適用不可。なお、アフガニスタンを経由する場合は、一般包括制度が適用不可。

（旧取扱要領に基づき発行された第１種一般包括輸出許可の範囲は、表中「一般」と標記された欄。第２種一般包括輸出許可の範囲は表中「一般＊」と標記された欄。）



［ ８の項 ］ 　　　　［ ８の項 ］

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定  特定 特定  特定  特定  特定 -  特定  特定

一般 - - - - - - - - - -

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 - 特定  一般
輸出令別表第１の８の項の中欄に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

輸出令別表第１の８の項の中欄に掲げる貨物であって、貨物等省令
第７条第１号ロに該当するもの

輸出令別表第１の８の項の中欄に掲げる貨物のうち、貨物等省令第
７条第３号ハ又はホに該当するもの

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ
※ただし、イラン、イラク、リビア又は北朝鮮を経由する場合はいずれの包括制度も適用不可。なお、アフガニスタンを経由する場合は、一般包括制度が適用不可。

（旧取扱要領に基づき発行された第１種一般包括輸出許可の範囲は、表中「一般」と標記された欄。第２種一般包括輸出許可の範囲は表中「一般＊」と標記された欄。）



［ ９の項 ］ 　　　　［ ９の項 ］

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定  特定 特定  特定 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 - 特定  一般

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 - 特定  一般

一般 特定 特定  特定 特定  特定 特定 特定 - 特定  特定

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 - 特定  一般

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 - 特定  一般

輸出令別表第１の９の項(2)、(3)、(5)、(5の2）､(5の3)､(5の4)に掲げる
貨物であって、貨物等省令第８条第１号、第４号、第５号、第５号の
２、第５号の３、第５号の４のいずれかに該当するもの

輸出令別表第１の９の項(6)に掲げる貨物であって、貨物等省令第８
条第６号に該当するもの

輸出令別表第１の９の項(6)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の９の項の中欄に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

輸出令別表第１の９の項(1)に掲げる貨物であって、貨物等省令第８
条第２号イ(二)に該当するもの

輸出令別表第１の９の項(1)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ
※ただし、イラン、イラク、リビア又は北朝鮮を経由する場合はいずれの包括制度も適用不可。なお、アフガニスタンを経由する場合は、一般包括制度が適用不可。

（旧取扱要領に基づき発行された第１種一般包括輸出許可の範囲は、表中「一般」と標記された欄。第２種一般包括輸出許可の範囲は表中「一般＊」と標記された欄。）



［ 10の項 ］ 　　　　［ 10の項 ］

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定  特定 特定  特定  特定  特定 -  特定  特定

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 -  特定  一般

一般 特定 特定  特定 特定  特定  特定  特定 -  特定  特定

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 -  特定  一般

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 -  特定  一般

一般 特定 特定  特定 特定  特定  特定  特定 -  特定  特定

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 -  特定  一般

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 -  特定  一般

一般 特定 特定  特定 特定  特定  特定  特定 -  特定  特定

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 -  特定  一般

一般 特定 特定  特定 特定  特定  特定  特定 -  特定  特定

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 -  特定 一般

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 -  特定  一般

一般 特定 特定  特定 特定  特定  特定  特定 -  特定  特定

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 -  特定  一般

輸出令別表第１の10の項(7の2)に掲げる貨物であって、貨物等省令
第９条第９号の２に該当するもの

輸出令別表第１の10の項(8)に掲げる貨物であって、貨物等省令第９
条第10号に該当するもの

輸出令別表第１の10の項(9)に掲げる貨物であって、貨物等省令第９
条第11号イ、ロ又はヲに該当するもの

輸出令別表第１の10の項(9)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の10の項(5)に掲げる貨物であって、貨物等省令第９
条第９号イに該当するもの

輸出令別表第１の10の項(6)に掲げる貨物であって、貨物等省令第９
条第９号ハに該当するもの

輸出令別表第１の10の項(6)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の10の項(7)に掲げる貨物であって、貨物等省令第９
条第９号ニに該当するもの

輸出令別表第１の10の項(2)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の10の項(3)に掲げる貨物であって、貨物等省令第９
条第７号に該当するもの

輸出令別表第１の10の項(4)に掲げる貨物であって、貨物等省令第９
条第８号イに該当するもの

輸出令別表第１の10の項(4)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の10の項(1)に掲げる貨物であって、貨物等省令第９
条第１号イ(二)又はロ(三)に該当するもの

輸出令別表第１の10の項(1)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の10の項(2)に掲げる貨物であって、貨物等省令第９
条第３号イ、ロ、ホ若しくはヘ、第４号又は第５号イに該当するもの

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番



［ 10の項 ］ 　　　　［ 10の項 ］

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 -  特定  一般

一般 特定 特定  特定 特定  特定  特定  特定 -  特定  特定

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 -  特定  一般

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 -  特定  一般
輸出令別表第１の10の項(12)～(14)までに掲げる貨物であって、貨
物等省令第９条第14号～第16号までのいずれかに該当するもの

輸出令別表第１の10の項(10)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
９条第12号に該当するもの

輸出令別表第１の10の項(11)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
９条第13号ニ、チ又はルに該当するもの

輸出令別表第１の10の項(11)に掲げる貨物であって、上記を除くも
の

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ
※ただし、イラン、イラク、リビア又は北朝鮮を経由する場合はいずれの包括制度も適用不可。なお、アフガニスタンを経由する場合は、一般包括制度が適用不可。

（旧取扱要領に基づき発行された第１種一般包括輸出許可の範囲は、表中「一般」と標記された欄。第２種一般包括輸出許可の範囲は表中「一般＊」と標記された欄。）



［ 11の項 ］ 　　　　［ 11の項 ］

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 -  特定  一般
輸出令別表第１の11の項(1)～(5)までに掲げる貨物であって、貨物
等省令第10条第１号～第９号までのいずれかに該当するもの

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ
※ただし、イラン、イラク、リビア又は北朝鮮を経由する場合はいずれの包括制度も適用不可。なお、アフガニスタンを経由する場合は、一般包括制度が適用不可。

（旧取扱要領に基づき発行された第１種一般包括輸出許可の範囲は、表中「一般」と標記された欄。第２種一般包括輸出許可の範囲は表中「一般＊」と標記された欄。）



［ 12の項 ］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　［ 12の項 ］　　　　　　

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定  特定 特定  特定  特定  特定 -  特定  特定

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 -  特定  一般

一般 特定 特定  特定 特定  特定  特定  特定 -  特定  特定

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 -  特定  一般

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 -  特定  一般

一般 特定 特定  特定 特定  特定  特定  特定 -  特定  特定

一般 特定 特定  特定 特定  特定  特定  特定 -  特定  特定

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 -  特定  一般

輸出令別表第１の12の項(6)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
11条第８号に該当するもの

輸出令別表第１の12の項(7)～(9)までに掲げる貨物であって、貨物
等省令第11条第11号～第13号までのいずれかに該当するもの

輸出令別表第１の12の項(1)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
11条第１号ロに該当するもの

輸出令別表第１の12の項(1)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の12の項(2)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
11条第４号ロ又は第10号ヘ若しくはトに該当するもの

輸出令別表第１の12の項(2)に掲げる貨物であって、上記を除くもの

輸出令別表第１の12の項(3)又は(4)に掲げる貨物であって、貨物等
省令第11条第２号又は第５号に該当するもの

輸出令別表第１の12の項(5)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
11条第６号に該当するもの

　

仕　向　地

輸出令別表第１項番

　

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ
※ただし、イラン、イラク、リビア又は北朝鮮を経由する場合はいずれの包括制度も適用不可。なお、アフガニスタンを経由する場合は、一般包括制度が適用不可。

（旧取扱要領に基づき発行された第１種一般包括輸出許可の範囲は、表中「一般」と標記された欄。第２種一般包括輸出許可の範囲は表中「一般＊」と標記された欄。）



［ 13の項 ］ 　　　　［ 13の項 ］

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 一般 一般  一般 一般  一般  一般  一般 -  特定  一般

一般 特定 特定  特定 特定  特定  特定  特定 -  特定  特定

輸出令別表第１の13の項(1)から(5)までに掲げる貨物であって、貨物
等省令第12条第１号から第20号までのいずれか（第11号ロを除く。）
に該当するもの

輸出令別表第１の13の項(5)に掲げる貨物であって、貨物等省令第
12条第11号ロに該当するもの

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ
※ただし、イラン、イラク、リビア又は北朝鮮を経由する場合はいずれの包括制度も適用不可。なお、アフガニスタンを経由する場合は、一般包括制度が適用不可。

（旧取扱要領に基づき発行された第１種一般包括輸出許可の範囲は、表中「一般」と標記された欄。第２種一般包括輸出許可の範囲は表中「一般＊」と標記された欄。）



［ 14の項 ］ 　　　　［ 14の項 ］

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定  特定 特定  特定  特定  特定 -  特定  特定

［ 15の項 ］ 　　　　［ 15の項 ］

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

- - - - - - - - - - -

輸出令別表第１の14の項の中欄に掲げる貨物であって、貨物等省
令第13条に該当するもの

輸出令別表第１の15の項(1)～(10)までに掲げる貨物であって、貨物
等省令第14条第１号～第11号までのいずれかに該当するもの

　

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

　

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

仕　向　地

輸出令別表第１項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ
※ただし、イラン、イラク、リビア又は北朝鮮を経由する場合はいずれの包括制度も適用不可。なお、アフガニスタンを経由する場合は、一般包括制度が適用不可。

（旧取扱要領に基づき発行された第１種一般包括輸出許可の範囲は、表中「一般」と標記された欄。第２種一般包括輸出許可の範囲は表中「一般＊」と標記された欄。）

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ
※ただし、イラン、イラク、リビア又は北朝鮮を経由する場合はいずれの包括制度も適用不可。なお、アフガニスタンを経由する場合は、一般包括制度が適用不可。

（旧取扱要領に基づき発行された第１種一般包括輸出許可の範囲は、表中「一般」と標記された欄。第２種一般包括輸出許可の範囲は表中「一般＊」と標記された欄。）



〔 別表B 〕

［ ２の項 ］ 　　　　［ ２の項 ］
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

- - - - - - - - - - -

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

- - - - - - - - - - -

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

- - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

- - - - - - - - - - -

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

- - - - - - - - - - -

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

一般包括役務取引許可／特定包括役務取引許可マトリックス

外為令別表の２の項(1)に掲げる技術であって、次に掲げる貨物の設
計、製造又は使用に係るもの

輸出令別表第１の２の項(1)から(5)までに掲げる貨物であって、
貨物等省令第１条第１号から第５号までのいずれか（第４号ロに
該当するものを除く。）に該当するもの

輸出令別表第１の２の項(4)に掲げる貨物であって、貨物等省令
第１条第４号ロに該当するもの

輸出令別表第１の２の項(6)に掲げる貨物のうち､核燃料物質の
成型加工用の装置であって、貨物等省令第１条第６号に該当す
るもの

輸出令別表第１の２の項(6)に掲げる貨物のうち､リチウムの同位
元素の分離用の装置であって、貨物等省令第１条第６号に該当
するもの

輸出令別表第１の２の項(7)に掲げる貨物であって、貨物等省令
第１条第７号に該当するもの

輸出令別表第１の２の項(8)に掲げる貨物であって、貨物等省令
第１条第８号イに該当するもの

輸出令別表第１の２の項(8)に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

輸出令別表第１の２の項(9)に掲げる貨物

輸出令別表第１の２の項(10)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第１条第10号イに該当するもの
輸出令別表第１の２の項(10)に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

輸出令別表第１の２の項(10の２)に掲げる貨物であって、貨物等
省令第１条第10号の２又は第10号の３に該当するもの

輸出令別表第１の２の項(11)に掲げる貨物

輸出令別表第１の２の項(12)１に掲げる貨物であって、貨物等省
令第５条第２号ロ(二)若しくは(三)若しくはニ、第３号、第５号又
は第18条第１項第１号イ若しくはロに該当するものの設計、製造
又は使用に係る技術のうち、貨物等省令第18条第１項第１号又
は第３号に該当するもの

輸出令別表第１の２の項(12)に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

輸出令別表第１の２の項(13)又は(14)に掲げる貨物

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番



［ ２の項 ］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　［ ２の項 ］　　　　　
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

- - - - - - - - - - -

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

一般 一般 特定 一般 一般 一般 一般 特定 - 特定 特定

外為令別表の２の項(1)に掲げる技術であって、次に掲げる貨物の設
計、製造又は使用に係るもの

輸出令別表第１の２の項(15)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第11条第６号（貨物等省令第２４条第１項第１号に該当する技
術に限る。）に該当するもの

輸出令別表第１の２の項(15)に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

輸出令別表第１の２の項(16)に掲げる貨物

輸出令別表第１の２の項(17)２に掲げる貨物であって、貨物等省
令第14条第１号に該当する貨物の設計、製造又は使用に係る
技術であって、貨物等省令第27条第１項第１号又は第６項第２
号に該当するもの

輸出令別表第１の２の項(17)２に掲げる貨物であって、貨物等省
令第４条第２号又は第15号ハ若しくはニに該当するものの設
計、製造又は使用に係る技術のうち、貨物等省令第17条第１項
第２号、第２項第２号又は第７項に該当するもの

輸出令別表第１の２の項(17)に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

輸出令別表第１の２の項(18)～(30)に掲げる貨物

輸出令別表第１の２の項(31)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第９条第10号イ、ハ又はニに該当するものの設計、製造又は
使用に係る技術のうち、貨物等省令第22条第１項第１号又は第
６号に該当するもの

輸出令別表第１の２の項(31)に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

輸出令別表第１の２の項(32)～(38)に掲げる貨物

輸出令別表第１の２の項(39)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第９条第３号イからヘまでのいずれか、第４号又は第８号に該
当するものの設計、製造又は使用に係る技術のうち、貨物等省
令第22条第１項第１号若しくは第２号又は第２項第２号に該当す
るもの

輸出令別表第１の２の項(39)に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

輸出令別表第１の２の項(40)～(50)に掲げる貨物

外為令別表の２の項(2)に掲げる技術

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番



別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ



［ ３の項 ］ 　　　　［ ３の項 ］　
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

         

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

- - - - - - - - - - -

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - - -

一般 一般 特定 一般 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 一般 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

外為令別表の３の項(1)に掲げる技術であって、次に掲げる貨物の設
計、製造又は使用に係るもの

輸出令別表第１の３の項(1)の貨物として貨物等省令第２条第１
項第１号に該当するもの

輸出令別表第１の３の項(1)に掲げる貨物であって、貨物等省令
第２条第１項第２号イ若しくはロ又は第３号イからホまでのいず
れかに該当するもの

輸出令別表第１の３の項(1)に掲げる貨物であって、貨物等省令
第２条第１項第２号ハからリまでのいずれか又は第３号ヘからヤ
までのいずれかに該当するもの

外為令別表の３の項(2)に掲げる技術であって、次に掲げる貨物の設
計、製造又は使用に係るもの

輸出令別表第１の３の項(2)７又は９に掲げる貨物の設計、製造
又は使用に係る技術

輸出令別表第１の３の項(2)に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ



［ ３の２の項 ］ 　［ ３の２の項 ］　
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

         

- - - - - - - - - - -

一般 一般 一般 一般 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

外為令別表第１の３の２の項（１）に掲げる技術であって、次に掲げる
仕様の貨物の設計又は製造に係る技術

輸出令別表第１の３の２の項（１）に掲げる貨物

外為令別表の３の２の項（２）に掲げる技術

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ



［ ４の項 ］       ［ ４の項 ］
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

- - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 特定 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 特定 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

- - - - - - - - - - -

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 特定 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

外為令別表の４の項(1)に掲げる技術であって、次に掲げる貨物の設
計、製造又は使用に係るもの

輸出令別表第１の４の項(1)、(1の2)、(2)又は(3)１に掲げる貨物
であって、貨物等省令第３条第１号、第１号の２、第１号の３又は
第２号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(3)２に掲げる貨物であって、貨物等省
令第14条第11号に該当する貨物の設計、製造又は使用に係る
技術のうち、貨物等省令第27条第１項第３号若しくは第５号又は
第６項に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(3)に掲げる貨物であって、貨物等省令
第12条第５号から第10号までのいずれかに該当するものの設
計、製造又は使用に係る技術のうち、貨物等省令第25条第１項
第１号若しくは第５号、第２項第２号若しくは第３号又は第４項第
２号（ホ、ヘ、リ、ヌ又はルについてはプログラムに限る。）に該当
するもの

輸出令別表第１の４の項(3)に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

輸出令別表第１の４の項(4)に掲げる貨物の設計､製造又は使用
に係る技術

輸出令別表第１の４の項(5)～(12)に掲げる貨物

輸出令別表第１の４の項(13)に掲げる貨物の設計、製造又は使
用に係る技術

輸出令別表第１の４の項(14)に掲げる貨物

輸出令別表第１の４の項(15)１に掲げる貨物であって、貨物等省
令第14条第１号に該当する貨物の設計、製造又は使用に係る
技術のうち、貨物等省令第27条第１項第１号又は第６項に該当
するもの

輸出令別表第１の４の項(15)１に掲げる貨物であって、貨物等省
令第４条第２号、第12号ハ若しくはニ又は第15号ハ若しくはニに
該当するものの設計、製造又は使用に係る技術のうち、貨物等
省令第17条第１項第２号又は第２項第２号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(15)２若しくは４に掲げる貨物の設計、
製造又は使用に係る技術

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番



［ ４の項 ］ 　　　　［ ４の項 ］
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 一般 一般 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 特定 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

- - - - - - - - - - -

一般 一般 一般 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

- - - - - - - - - - -

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

外為令別表の４の項(1)に掲げる技術であって、次に掲げる貨物の設
計、製造又は使用に係るもの

輸出令別表第１の４の項(15)に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

輸出令別表第１の４の項(16)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第３条第17号の３ロ又はハに該当するもの（輸出令別表第１
の４の項(16)に掲げる貨物であって、貨物等省令第10条第１号
から第９号までのいずれかに該当するものの設計、製造又は使
用に係る技術のうち、貨物等省令第23条第１項第１号若しくは
第３号又は第３項第２号に該当するものを除く。）

輸出令別表第１の４の項(16)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第10条第１号から第９号までのいずれかに該当するものの設
計、製造又は使用に係る技術のうち、貨物等省令第23条第１項
第１号若しくは第３号又は第３項第２号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(16)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第10条第３号、第３号の２、第３号の３、第３号の４又は第４号
から第７号までのいずれかに該当するものの設計、製造又は使
用に係る技術のうち、貨物等省令第27条第３項又は第４項に該
当するもの

輸出令別表第１の４の項(16)に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

輸出令別表第１の４の項(17)に掲げる貨物

輸出令別表第１の４の項(18)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第14条第８号イ又はロに該当する貨物の設計、製造又は使
用に係る技術のうち、貨物等省令第27条第１項第３号又は第５
号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(18)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第９条第13号イからチまでのいずれか、ヌ、ル若しくはヲ又は
第10条第４号から第７号のいずれかに該当するものの設計、製
造又は使用に係る技術のうち、貨物等省令第22条第１項第１
号、第２号若しくは第４号、第２項第２号若しくは第４号又は第23
条第１項第１号若しくは第３号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(18)に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

輸出令別表第１の４の項(18の2)に掲げる貨物

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番



［ ４の項 ］ 　　　　［ ４の項 ］
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

- - - - - - - - - - -

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

- - - - - - - - - - -

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

外為令別表の４の項(1)に掲げる技術であって、次に掲げる貨物の設
計、製造又は使用に係るもの

輸出令別表第１の４の項(19)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第９条第11号リ若しくはヌ又は第12号に該当するものの設
計、製造又は使用に係る技術のうち、貨物等省令第22条第１項
第１号又は第２号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(19)に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

輸出令別表第１の４の項(20)に掲げる貨物

輸出令別表第１の４の項(21)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第14条第８号イ又はロに該当する貨物の設計、製造又は使
用に係る技術のうち、貨物等省令第27条第１項第３号又は第５
号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(21)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第９条第13号イからチまでのいずれか、ヌ、ル又はヲに該当
するものの設計、製造又は使用に係る技術のうち、貨物等省令
第22条第１項第１号又は第２項第２号若しくは第４号に該当する
もの

輸出令別表第１の４の項(21)に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

輸出令別表第１の４の項(22)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第７条第３号ハに該当するもの

輸出令別表第１の４の項(22)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第７条第１号ロに該当するものの設計、製造又は使用に係る
技術のうち、貨物等省令第20条第１項第１号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(22)に掲げる貨物の設計又は製造に係
る技術であって、貨物等省令第20条第２項第１号ロ又は第３号
ロに該当するもの

輸出令別表第１の４の項(22)に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

輸出令別表第１の４の項(23)に掲げる貨物

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番



［ ４の項 ］ 　　　　［ ４の項 ］
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 一般 特定 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

- - - - - - - - - - -

一般 一般 一般 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 特定 一般 一般 特定 特定 - 特定 特定

外為令別表の４の項(1)に掲げる技術であって、次に掲げる貨物の設
計、製造又は使用に係るもの

輸出令別表第１の４の項(24)に掲げる貨物の設計、製造又は使
用に係る技術（輸出令別表第１の４の項(24)に掲げる貨物であっ
て、貨物等省令第12条第13号、第15号又は第16号に該当する
ものの設計、製造又は使用に係る技術のうち、貨物等省令第25
条第１項第１号又は第５号に該当するものを除く。）

輸出令別表第１の４の項(24)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第12条第13号、第15号又は第16号に該当するものの設計、
製造又は使用に係る技術のうち、貨物等省令第25条第１項第１
号又は第５号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(24の2)に掲げる貨物

輸出令別表第１の４の項(25)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第14条第２号に該当する貨物の設計、製造又は使用に係る
技術のうち、貨物等省令第27条第１項第１号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(25)に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

輸出令別表第１の４の項(26)に掲げる貨物であって、貨物等省
令第９条第３号ハ若しくはニ又は第８号に該当するものの設計、
製造又は使用に係る技術のうち、貨物等省令第22条第１項第１
号に該当するもの

輸出令別表第１の４の項(26)に掲げる貨物であって、上記を除く
もの

外為令別表の４の項(2)～(5)に掲げる技術

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ



［ ５の項 ］ 　　　　［ ５の項 ］
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

外為令別表の５の項(1)に掲げる技術であって、貨物等省令第17条第
１項第２号に該当するもの

外為令別表の５の項(2)に掲げる技術であって、貨物等省令第17条第
２項第２号に該当するもの

外為令別表の５の項(1)又は(2)に掲げる技術であって、上記を除くも
の

外為令別表の５の項(3)～(6)に掲げる技術

外為令別表の５の項(7)に掲げる技術であって、貨物等省令第17条第
７項に該当するもの

外為令別表の５の項(8)に掲げる技術であって、貨物等省令第17条第
８項に該当するもの

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ



［ ６の項 ］         ［ ６の項 ］
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

外為令別表の６の項(1)に掲げる技術であって、貨物等省令第18条第
１項第１号又は第３号に該当するもの

外為令別表の６の項(1)に掲げる技術であって、上記を除くもの

外為令別表の６の項(2)～(6)に掲げる技術

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ



［ ７の項 ］         ［ ７の項 ］
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

外為令別表の７の項(1)に掲げる技術であって、貨物等省令第19条第
１項第１号又は第３号に該当するもの

外為令別表の７の項(1)に掲げる技術であって、上記を除くもの

外為令別表の７の項(2)～(5)に掲げる技術

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ



［ ８の項 ］         ［ ８の項 ］
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

外為令別表の８の項(1)に掲げる技術であって、貨物等省令第20条第
１項第１号又は第３号に該当するもの

外為令別表の８の項(2)に掲げる技術であって、貨物等省令第20条第
2項第１号ロ又は第３号ロに該当するもの

外為令別表の８の項(1)又は(2)に掲げる技術であって、上記を除くも
の

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ



［ ９の項 ］         ［ ９の項 ］
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

外為令別表の９の項(1)に掲げる技術であって、貨物等省令第21条第
１項第1号、第５号、第11号又は第１４号に該当するもの

外為令別表の９の項(1)に掲げる技術であって、上記を除くもの

外為令別表の９の項(2)に掲げる技術

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ



［ 10の項 ］         ［ 10の項 ］
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

外為令別表の10の項(1)に掲げる技術であって、貨物等省令第22条
第１項第１号、第２号、第４号又は第６号に該当するもの

外為令別表の10の項(2)に掲げる技術であって、貨物等省令第22条
第２項第２号又は第４号に該当するもの

外為令別表の10の項(1)又は(2)に掲げる技術であって、上記を除くも
の

外為令別表の10の項(3)～(4)に掲げる技術

外為令別表の10の項(6)に掲げる技術であって、貨物等省令第22条
第５項第１号に該当するもの

外為令別表の10の項(6)に掲げる技術であって、貨物等省令第22条
第５項第２号に該当するもの

外為令別表の10の項(7)に掲げる技術

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ



［ 11の項 ］         ［ 11の項 ］
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

外為令別表の11の項(1)に掲げる技術であって、貨物等省令第23条
第１項第１号又は第３号に該当するもの

外為令別表の11の項(2)に掲げる技術であって、貨物等省令第23条
第２項第１号に該当するもの

外為令別表の11の項(3)に掲げる技術であって、貨物等省令第23条
第３項第２号に該当するもの

外為令別表の11の項(1)～(3)に掲げる技術であって、上記を除くもの

外為令別表の11の項(4)に掲げる技術であって、貨物等省令第23条
第４項第１号、第２号イからニまでのいずれか若しくはト、第３号、第５
号チ又は第７号に該当するもの

外為令別表の11の項(4)に掲げる技術であって、上記を除くもの

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ



［ 12の項 ］         ［ 12の項 ］
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

外為令別表の12の項(1)に掲げる技術であって、貨物等省令第24条
第１項第１号に該当するもの

外為令別表の12の項(1)に掲げる技術であって、上記を除くもの

外為令別表の12の項(2)に掲げる技術

外為令別表の12の項(3)に掲げる技術であって、貨物等省令第24条
第３項に該当するもの

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ



［ 13の項 ］          ［ 13の項 ］
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 一般 - 特定 一般

外為令別表の13の項(1)に掲げる技術であって、貨物等省令第25条
第１項第１号、第２号、第３号又は第５号に該当するもの

外為令別表の13の項(2)に掲げる技術であって、貨物等省令第25条
第２項第２号、第３号イ若しくはハ又は第４号に該当するもの

外為令別表の13の項(3)に掲げる技術であって、貨物等省令第25条
第３項第２号（ホ、ヘ、リ、ヌ又はルについてはプログラムに限る。）に
該当するもの

外為令別表の13の項(1)～(3)に掲げる技術であって、上記を除くもの

外為令別表の13の項(4)～(5)に掲げる技術

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ



［ 14の項 ］         ［ 14の項 ］
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

一般 特定 特定 特定 特定 特定 特定 特定 - 特定 特定

［ 15の項 ］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         ［ 15の項 ］　　　　　
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｵｰｽﾄﾗﾘｱ､
ｵｰｽﾄﾘｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰ､ｶﾅﾀﾞ､ﾁｪｺ、
ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ､ﾌﾗﾝｽ､
ﾄﾞｲﾂ､ｷﾞﾘｼｬ､ﾊﾝｶﾞﾘｰ､
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ｲﾀﾘｱ､大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ｵﾗﾝﾀﾞ、
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ､ﾉﾙｳｪｰ､ﾎﾟｰﾗﾝ
ﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ､ ｽﾍﾟｲﾝ､ ｽｳｪｰﾃﾞ
ﾝ、ｽｲｽ､英国､ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾙｺ ｱｲｽﾗﾝド

 ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｷﾌﾟﾛｽ、
ﾙｰﾏﾆｱ､
ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾛｼｱ､
ｳｸﾗｲﾅ

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､
南ｱﾌﾘｶ
共和国

ﾍﾞﾗﾙｰｼ､
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
ﾗﾄﾋﾞｱ、
ｽﾛﾍﾞﾆｱ

別記地域
ｲﾗﾝ､ｲﾗｸ､
北朝鮮、ﾘﾋﾞ
ｱ
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

その他の
地域

- - - - - - - - - - -

外為令別表の14の項の中欄に掲げる技術であって、貨物等省令第
26条に該当するもの

外為令別表の15の項(1)又は(3)～(6)に掲げる技術

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

　　　提　供　地

　　　　外為令別表項番

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ

別記地域：ｱﾙﾊﾞﾆｱ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ｱﾝﾄﾞﾗ、ｱﾙﾒﾆｱ、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、ﾍﾞﾘｰｽﾞ、ﾍﾞﾅﾝ、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ、ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ、ﾎﾞﾂﾜﾅ、ﾌﾞﾙﾈｲ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ、ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ、ｶﾒﾙｰﾝ、ﾁｬﾄﾞ、ﾁﾘ、
　　　　　中華人民共和国、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、ｸｯｸ諸島、ｺｽﾀﾘｶ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ、ｸﾛｱﾁｱ、ｷｭｰﾊﾞ、ﾄﾞﾐﾆｶ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、赤道ｷﾞﾆｱ、ｴﾘﾄﾘｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ｴﾁｵﾋﾟｱ、ﾌｨｼﾞｰ、ｶﾞﾎﾞﾝ、ｶﾞﾝﾋﾞｱ、ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾞｰﾅ、
　　　　　ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ｷﾞﾆｱ、ｶﾞｲｱﾅ、香港、ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｼﾞｬﾏｲｶ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｹﾆｱ、ｷﾘﾊﾞｽ、ｸｳｪｰﾄ、ｷﾙｷﾞｽ、ﾗｵｽ、ﾚｿﾄ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾏｹﾄﾞﾆｱ旧ﾕｰｺﾞｽﾗﾋﾞｱ共和国、ﾏﾗｳｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、ﾏﾘ、
　　　　　ﾏﾙﾀ、ﾏｰｼｬﾙ諸島、ﾓｰﾘﾀﾆｱ、ﾓｰﾘｼｬｽ、ﾒｷｼｺ、ﾐｸﾛﾈｼｱ、ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ﾓﾅｺ、ﾓﾝｺﾞﾙ、ﾓﾛｯｺ、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ、ﾅﾐﾋﾞｱ、ﾅｳﾙ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾆｶﾗｸﾞｱ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、ｵﾏｰﾝ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾊﾟﾗｵ、ﾊﾟﾅﾏ、ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ、
　　　　　ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾀｰﾙ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｰｳﾞｨｽ、ｾﾝﾄﾙｼｱ、ｻﾓｱ、ｻﾝﾏﾘﾉ、ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ、ｾﾈｶﾞﾙ、ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ、ｾｰｼｪﾙ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、
　　　　　ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄおよびｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島、ｽｰﾀﾞﾝ、ｽﾘﾅﾑ、ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ﾀｲ、東ﾃｨﾓｰﾙ、ﾄｰｺﾞ、ﾄﾝｶﾞ、ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄﾊﾞｺﾞ、ﾁｭﾆｼﾞｱ、ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ、ﾂﾊﾞﾙ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦、ｳﾙｸﾞｱｲ、
　　　　　ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ、ﾊﾞﾁｶﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｲｴﾒﾝ、ｻﾞﾝﾋﾞｱ、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ


